
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段を備え、
少なくとも一部の所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料
噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを同燃焼室に形成し、同混合ガスを圧縮
行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運転が可能な内燃
機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記混合ガスの圧縮行程中に生じる前記燃料の分解開始時点での同混合ガスの温度の不
均一性 混合ガスを同圧縮行程にて圧縮することのみにより生ずる温度の不均一性より
大きく

なるように、

であって同燃料の分解開始時点よりも前の所
定の時期において同混合ガスの温度の不均一性を増大させるように同混合ガスに作用する
温度不均一性追加手段を備えた内燃機関の制御装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記温度不均一性追加手段は、
　前記所定の時期に高圧流体を前記混合ガスに向けて噴射することにより同混合ガスの温
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が同
なり、それにより同混合ガスを同圧縮行程にて圧縮することのみにより自着火させ

て燃焼させた場合よりも燃焼を緩慢化させて燃焼期間が長く 同圧縮行程を乱
流による混合ガスの混合が急激に進行する圧縮行程初期と同混合ガスの混合の進行が緩慢
に進み且つ燃焼反応が徐々に活発化する圧縮行程中期と爆発的な燃焼反応が発生する圧縮
行程後期とに区分した場合の同圧縮行程中期



度の不均一性を増大させるように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記温度不均一性追加手段は、
　前記内燃機関の運転状態が前記自着火運転領域内であって同内燃機関の負荷が所定高負
荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記高圧流体を噴射するように構成された内燃機関
の制御装置。
【請求項４】
　請求項２又は請求項３に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記温度不均一性追加手段が前記高圧流体を噴射する前記所定の時期は、前記圧縮行程
の開始後に前記混合ガスの温度の不均一性が最も小さくなる時点から前記燃料の分解開始
時点よりも所定のクランク角度だけ前の時点までの 間に設定された内
燃機関の制御装置。
【請求項５】
　請求項２乃至請求項４の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記温度不均一性追加手段は、
　前記高圧流体を前記シリンダのボアの接線方向に沿って噴射するように構成された内燃
機関の制御装置。
【請求項６】
　請求項２乃至請求項５の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は高圧空気である内燃機関の制御装置。
【請求項７】
　請求項２乃至請求項５の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は高圧水素又は高圧一酸化炭素である内燃機関の制御装置。
【請求項８】
　請求項２乃至請求項５の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は前記燃焼室から排出された燃焼ガスを圧縮した高圧燃焼ガスである内燃
機関の制御装置。
【請求項９】
　請求項２乃至請求項５の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は高圧水である内燃機関の制御装置。
【請求項１０】
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に高圧水を噴射する高圧水噴射手段と、
　を備えてなり、
　膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程をクランク角度が３６０度経過
する毎に繰り返す２サイクル内燃機関であって、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるとき、前記圧縮行
程中であって前記混合ガス中の燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において前記高
圧水噴射手段から前記高圧水を噴射し、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モ
ードにあるとき、前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同給気行程に及ぶ
期間中の何れかの時期において前記高圧水噴射手段から前記高圧水を噴射する高圧水噴射
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前記圧縮行程中期の



制御手段を備えた内燃機関の制御装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モ
ードにある場合、同内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前
記高圧水を噴射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項１２】
　請求項１０又は請求項１１に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モードにあ
る場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記高圧水
を噴射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項１３】
　請求項２乃至請求項５の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は前記燃料よりも自着火し難いアルコールを含む高圧液体燃料である内燃
機関の制御装置。
【請求項１４】
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に前記燃料よりも自着火し難いアルコールを含む高圧液体燃料を噴射する
高圧液体燃料噴射手段と、
　を備えてなり、
　膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程をクランク角度が３６０度経過
する毎に繰り返す２サイクル内燃機関であって、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるとき、前記圧縮行
程中であって前記混合ガス中の燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において前記高
圧液体燃料噴射手段から前記高圧液体燃料を噴射し、前記内燃機関の運転モードが火花点
火運転モードにあるとき、前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同給気行
程に及ぶ期間中の何れかの時期において前記高圧液体燃料噴射手段から前記高圧液体燃料
を噴射する高圧液体燃料噴射制御手段を備えた内燃機関の制御装置。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧液体燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火
運転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるときに
のみ前記高圧液体燃料を噴射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項１６】
　請求項１４又は請求項１５に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モードにあ
る場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記高圧液
体燃料を噴射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項１７】
　請求項２乃至請求項５の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は前記燃料を部分酸化することにより得られる一酸化炭素及び水素を含む
合成ガスである内燃機関の制御装置。
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【請求項１８】
　請求項２乃至請求項４の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記温度不均一性追加手段は、前記燃料を前記高圧流体として前記燃料噴射手段から噴
射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項１９】
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に高圧流体を噴射する高圧流体噴射手段と、
　を備えるとともに、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるときと前記火花点
火運転モードにあるときとにおいて、クランク角が互いに異なる所定のクランク角となっ
たとき、前記高圧流体噴射手段から前記高圧流体を噴射する高圧流体噴射制御手段を備え
た内燃機関の制御装置。
【請求項２０】
　請求項１９に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体噴射手段は、前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モー
ドにある場合、同内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記
高圧流体を噴射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項２１】
　請求項１９又は請求項２０に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体噴射手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モードにある
場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記高圧流体
を噴射するように構成された内燃機関の制御装置。
【請求項２２】
　請求項１９乃至請求項２１の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
　前記高圧流体は、空気、水素、一酸化炭素、前記燃焼室から排出された燃焼ガスを圧縮
した燃焼ガス、水、アルコールを含む液体燃料、前記燃料を部分酸化することにより得ら
れる一酸化炭素と水素とを含む合成ガス及び前記燃料のうちの何れか一つを含む流体であ
る内燃機関の制御装置。
【請求項２３】
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段を備える
とともに、所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手
段により噴射された燃料とを含む混合ガスを圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、
同混合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着
火運転が可能な内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の負荷が高負荷閾値以上の高負荷であるとき、前記機関に要求される燃料
量の一部を前記圧縮行程の開始前に噴射するとともに、同要求される燃料量の残りの燃料
を前記圧縮行程中であって前記噴射された燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期にお
いて同燃料噴射手段から噴射し、
　前記内燃機関の負荷が前記高負荷閾値より小さい中負荷閾値以上の中負荷であるとき、
前記機関に要求される燃料量の全部を前記圧縮行程前において前記燃料噴射手段から噴射
し、
　前記内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より小さい軽負荷であるとき、前記機関に要求さ
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れる燃料量の全部を前記圧縮行程中において前記燃料噴射手段から噴射する燃料噴射制御
手段を備えた内燃機関の制御装置。
【請求項２４】
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段を備えて
なり、
　膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程をクランク角度が３６０度経過
する毎に繰り返す２サイクル内燃機関であって、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転が可能な内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の負荷が高負荷閾値以上の高負荷であるとき、前記機関に要求される燃料
量の一部を前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同給気行程に及ぶ期間中
の何れかの時期において前記燃料噴射手段から噴射するとともに、同要求される燃料量の
残りの燃料を前記圧縮行程中であって前記噴射された燃料の分解開始時点よりも前の所定
の時期において同燃料噴射手段から噴射し、
　前記内燃機関の負荷が前記高負荷閾値より小さい中負荷閾値以上の中負荷であるとき、
前記機関に要求される燃料量の全部を前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程か
ら同給気行程に及ぶ期間中の何れかの時期において前記燃料噴射手段から噴射し、
　前記内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より小さい軽負荷であるとき、前記機関に要求さ
れる燃料量の全部を前記圧縮行程中において前記燃料噴射手段から噴射する燃料噴射制御
手段を備えた内燃機関の制御装置。
【請求項２５】
　
　
　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、少なくとも空気と燃料とを含む混合ガスを燃焼室に形成し、同混合ガスを圧
縮行程にて圧縮することにより自着火（自己着火）させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転が可能な内燃機関に適用される内燃機関の制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、空気と燃料とを含む混合ガスを燃焼室に形成し、その混合ガスを圧縮行程に
て圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火式内燃機関が知られてい
る。予混合圧縮自着火式内燃機関においては、空燃比を極めてリーンな空燃比とし且つ圧
縮比を高くすることができる。従って、広い運転領域で予混合圧縮自着火運転をすること
ができれば、燃費を改善することができるとともに NOxを低減することができると考えら
れている。
【０００３】
　ところで、自着火による燃焼においては、圧縮された混合ガスは多数の着火点において
ほぼ同時に着火され、極めて短期間のうちに燃焼する。このため、特に燃料量が多い高負
荷領域において、燃焼室内の圧力（筒内圧力）が急激に上昇し、燃焼音（騒音）が非常に
大きくなる。現状、所定の高負荷域で自着火運転を採用できないのは、かかる燃焼音が過
度に大きくなってしまうからである。
【０００４】
　一方、自着火による燃焼を緩慢に進ませることができれば、筒内圧力の上昇率は低下す
るから、燃焼音を小さくすることができる。このため、従来の予混合圧縮自着火式内燃機
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請求項１乃至請求項９の何れか一項に記載の内燃機関の制御装置において、
前記温度不均一性追加手段は、
少なくとも前記内燃機関の負荷と回転速度とに基づいて前記所定の時期を変更するよう

に構成された内燃機関の制御装置。



関は、圧縮行程前の吸気行程において燃焼室から排出された高温の燃焼ガス（ＥＧＲガス
）を二つの給気ポートのうちの一つから導入するとともに他の給気ポートから低温の空気
を導入することにより、燃焼室内に温度勾配が大きくなる領域（ＥＧＲガス層と空気層と
が接する領域）を形成し、その領域に燃料を噴射するようになっている。これによれば、
温度勾配の大きな領域から温度勾配に従って温度の低い領域へと順次自着火燃焼が進むの
で、急激な燃焼を抑制できることができると考えられている（例えば、特許文献１を参照
。）。
【特許文献１】特開２００１－２１４７４１（請求項１、段落番号００２８乃至００２９
、段落番号００４４乃至００４９、図４、図５及び図２６（ａ））
【０００５】
　しかしながら、種々の検討によれば、圧縮行程の前までに燃焼室内に形成された温度勾
配（混合ガスの温度の空間的な不均一性）は、圧縮行程の前半にて減少（実質的に消滅）
してしまうことが判明した。従って、上記従来の予混合圧縮自着火式内燃機関においては
、圧縮上死点近傍の着火に係る反応が開始する時点で、燃焼室内の混合ガスに十分な温度
の不均一性が存在せず、その結果、燃焼を十分に緩慢にすることができないという問題が
ある。
【発明の開示】
【０００６】
　本発明の目的は、燃料分解開始時点における混合ガスの温度の不均一性を、圧縮行程で
の圧縮作用により自然に得られる混合ガスの温度の不均一性よりも大きくすることにより
、予混合圧縮自着火による燃焼を緩慢にすることが可能な内燃機関の制御装置を提供する
ことにある。
【０００７】
　本発明による内燃機関の制御装置は、燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃
焼室に噴射する燃料噴射手段を備え、少なくとも一部の所定運転領域である自着火運転領
域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを
同燃焼室に形成し、同混合ガスを圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させ
る予混合圧縮自着火運転が可能な内燃機関に適用される。
【０００８】
　この内燃機関の制御装置は、前記混合ガスの圧縮行程中に生じる前記燃料の分解開始時
点での同混合ガスの温度の不均一性が、同混合ガスを同圧縮行程にて圧縮することのみに
より生ずる温度の不均一性より大きく

なるように、

であって同燃
料の分解開始時点よりも前の所定の時期において同混合ガスの温度の不均一性を増大させ
るように同混合ガスに作用する温度不均一性追加手段を備える。
 
【０００９】
　これによれば、圧縮行程中であって燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において
混合ガスの温度の不均一性が増大せしめられる。これにより、着火の直前に生じる燃料の
分解開始時点における混合ガスの温度の不均一性が、混合ガスを圧縮行程にて単に圧縮す
ることのみにより自然に生ずる温度の不均一性より大きくなる。一方、燃焼反応速度は、
混合ガスの温度の影響を強く受ける。従って、混合ガスの燃焼速度が（高温部と低温部と
で）不均一になるので、自着火燃焼が緩慢に行われて燃焼期間が長期化する。その結果、
燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃焼音が低減される。
【００１０】
　この場合、温度不均一性追加手段は、前記所定の時期に高圧流体を前記混合ガスに向け
て噴射することにより、同混合ガスの温度の不均一性を増大させるように構成されること
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なり、それにより同混合ガスを同圧縮行程にて圧縮
することのみにより自着火させて燃焼させた場合よりも燃焼を緩慢化させて燃焼期間が長
く 同圧縮行程を乱流による混合ガスの混合が急激に進行する圧縮行程初期と
同混合ガスの混合の進行が緩慢に進み且つ燃焼反応が徐々に活発化する圧縮行程中期と爆
発的な燃焼反応が発生する圧縮行程後期とに区分した場合の同圧縮行程中期



が好適である。
【００１１】
　これによれば、高圧の流体をそれよりも低圧の燃焼室内の混合ガス内に噴射するので、
高圧流体の断熱膨張効果によって同流体の温度は低下する。従って、混合ガスに対し、よ
り効果的に温度不均一性を付与することができる。
【００１２】
　この場合、前記温度不均一性追加手段は、
　前記内燃機関の運転状態が前記自着火運転領域内であって同内燃機関の負荷が所定高負
荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記高圧流体を噴射するように構成されることが好
適である。
【００１３】
　これによれば、高圧流体は燃焼音が大きく或いはノッキングに類似の現象が発生し易い
加速時などにのみ噴射される。従って、使用される高圧流体の量を低減したり、流体を加
圧するのに必要なエネルギーの消費量を低減することができる。
【００１４】
　上記制御装置において、前記温度不均一性追加手段が前記高圧流体を噴射する前記所定
の時期は、前記圧縮行程の開始後に前記混合ガスの温度の不均一性が最も小さくなる時点
から前記燃料分解開始時点よりも所定のクランク角度だけ前の時点までの間（即ち、圧縮
行程中期）に設定されることが好適である。
【００１５】
　圧縮行程の初期においては、燃焼室内の乱流によって混合ガスの混合が急激に進行する
。従って、圧縮行程初期において広い温度分布を有する混合ガス（温度の不均一性が大き
い混合ガス）を形成しても、その広い温度分布は減衰してしまう。従って、圧縮行程初期
（圧縮行程開始～混合ガスの温度の不均一性が最も小さくなる時点）において混合ガスに
温度の不均一性を追加的に付与しても、その温度の不均一性は燃焼反応が活発化する圧縮
行程後期まで残存することができず、燃焼を緩慢化して燃焼期間を長期化することはでき
ない。
【００１６】
　これに対し、燃料分解開始時点から所定のクランク角度だけ前の時点から開始する圧縮
行程後期（特に、燃料分解開始時点以降）においては、燃焼反応は、ガスの混合度合の進
行に比較して非常に早く進行する。従って、この時期に温度不均一性を追加的に付与して
も、ガスの混合の進行によって低温の領域に燃料の粒子が存在するようになる前に燃焼反
応が進行してしまうので、燃焼を緩慢にすることができない。
【００１７】
　そこで、上記構成のように、圧縮行程中期に高圧流体を噴射して混合ガスの温度不均一
性を大きくすれば、温度不均一性は燃焼の実質的な開始時点（例えば、燃料分解開始時点
）まで消滅することなく、且つ、燃焼の実質的な開始時点において低温部に燃料の粒子が
適度に混合された状態となる。即ち、圧縮行程中期における高圧流体の噴射により、燃焼
の緩慢化をもたらすことができる「有意で大きな温度不均一性」を混合ガスに与えること
ができる。その結果、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化するので、圧力上昇率が過大
になることが防止され、燃焼音が低減される。
【００１８】
　更に、前記温度不均一性追加手段は、前記高圧流体を前記シリンダのボアの接線方向に
沿って噴射するように構成されることが好適である。
【００１９】
　これによれば、高圧流体がシリンダボアの接線方向に沿って噴射されるので、燃焼室内
にスワール流が発生する。従って、混合ガスと混合ガスよりも温度の低いシリンダ壁面と
の間の伝熱が促進され、混合ガスはシリンダ壁面近傍で冷却される。この結果、混合ガス
の温度不均一性をより効果的に形成することができる。
【００２０】
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　前記高圧流体は高圧空気であることが好適である。空気は大気から導入することができ
るので、空気を貯蔵するタンクやボンベが必要ない。従って、高圧流体を高圧空気とする
ことにより、装置を簡素化することができる。
【００２１】
　前記高圧流体は高圧水素又は高圧一酸化炭素であることも好適である。水素は、燃料が
自着火する前に生成される中間生成物の発生を抑制すると考えられている。また、水素は
自着火し難い（自着火性が悪い）が、着火すると燃焼が早く進むという特性を有している
。従って、水素と燃料の混合ガスは、水素を含まない混合ガスよりも着火に時間を要する
。一方、一酸化炭素は、ガソリンと同程度に自着火し易い（ガソリンと同程度の自着火性
を有する）が、着火すると燃焼がガソリンよりも遅く進むという特性を有している。この
結果、高圧流体を水素又は一酸化炭素とすれば、混合ガスの温度の不均一性のみでなく、
混合ガスに着火及び／又は燃焼を遅らせる水素ガス又は一酸化炭素が混在することによる
濃度不均一性により、燃焼期間を効果的に長期化することができる。
【００２２】
　前記高圧流体は前記燃焼室から排出された燃焼ガスを圧縮した高圧燃焼ガスであること
も好適である。燃焼ガス中の酸素濃度は空気中の酸素濃度よりも小さい。従って、混合ガ
スに対し高圧燃焼ガスを噴射すると、空気を噴射した場合よりも混合ガスの着火に遅れが
生じる。更に、燃焼ガスの比熱は空気の比熱よりも大きいから、燃焼ガス濃度が高い部分
の混合ガスの温度上昇が遅れる。この結果、混合ガスの温度不均一性のみでなく、混合ガ
スに着火を遅らせる燃焼ガスが混在することによる濃度不均一性により、燃焼期間を効果
的に長期化することができる。
【００２３】
　前記高圧流体は高圧水であることも好適である。水は、気化熱（潜熱）と比熱が大きい
ので、混合ガスは噴射された水により部分的に効果的に冷却される。更に、水は非圧縮性
流体であるので、空気などの圧縮性流体を圧縮するよりも少ない仕事量で圧縮することが
できる。従って、高圧水を得るために車両に搭載される圧縮機の仕事量を低減することが
できる。
【００２４】
　本発明による制御装置の他の態様は、
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に高圧水を噴射する高圧水噴射手段と、
　を備えてなり、
　膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程をクランク角度が３６０度経過
する毎に繰り返す２サイクル内燃機関であって、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される。
【００２５】
　この制御装置は、高圧水噴射制御手段を備える。高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関
の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるとき、前記圧縮行程中であって前
記混合ガス中の燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において前記高圧水噴射手段か
ら前記高圧水を噴射する。
【００２６】
　これにより、燃焼の実質的な開始時点において混合気が大きな温度不均一性を有するこ
とになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化する。その結果、予混合圧縮自着火
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運転モードにおける燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃焼音が低減さ
れる。
【００２７】
　また、高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モードに
あるとき、前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同給気行程に及ぶ期間中
の何れかの時期において前記高圧水噴射手段から前記高圧水を噴射する。
【００２８】
　これにより、圧縮行程初期の乱流により混合ガス全体が冷却される。この結果、空気の
充填効率を向上することができるとともに、ノッキングの発生を抑制することができる。
【００２９】
　この場合、前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自
着火運転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であると
きにのみ前記高圧水を噴射するように構成されることが好適である。
【００３０】
　これによれば、高圧水は燃焼音が大きく或いはノッキングに類似の現象が発生し易い加
速時などにのみ噴射される。従って、使用される水の量を低減したり、水を加圧するのに
必要なエネルギーの消費量を低減しながら、燃焼音等を抑制することができる。
【００３１】
　また、前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モー
ドにある場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記
高圧水を噴射するように構成されることが好適である。
【００３２】
　これによれば、充填効率の増大が必要であり、且つ、ノッキングが発生し易い高負荷時
にのみ高圧水が噴射されるので、高圧水の消費量を低減することができる。
【００３３】
　また、前記高圧流体は前記燃料よりも自着火し難いアルコールを含む高圧液体燃料であ
ってもよい。アルコールは化学的に着火を遅らせる作用を有するから、燃焼が緩慢になる
。また、アルコールは気化熱（潜熱）と比熱が大きいので、混合ガスは噴射されたアルコ
ールにより部分的に効果的に冷却される。
【００３４】
　本発明による制御装置の他の態様は、
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に前記燃料よりも自着火し難いアルコールを含む高圧液体燃料を噴射する
高圧液体燃料噴射手段と、
　を備えてなり、
　膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程をクランク角度が３６０度経過
する毎に繰り返す２サイクル内燃機関であって、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される。
【００３５】
　この制御装置は、高圧液体燃料噴射制御手段を備える。高圧液体燃料噴射制御手段は、
　前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるとき、前記圧縮行
程中であって前記混合ガス中の燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において前記高
圧液体燃料噴射手段から前記高圧液体燃料を噴射する。
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【００３６】
　これにより、燃焼の実質的な開始時点において混合気が大きな温度不均一性を有するこ
とになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化する。その結果、予混合圧縮自着火
運転モードにおける燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃焼音が低減さ
れる。
【００３７】
　また、高圧液体燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが火花点火運転モード
にあるとき、前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同給気行程に及ぶ期間
中の何れかの時期において前記高圧液体燃料噴射手段から前記高圧液体燃料を噴射する。
【００３８】
　これにより、圧縮行程初期の乱流により混合ガス全体が冷却される。この結果、空気の
充填効率を向上することができるとともに、ノッキングの発生を抑制することができる。
【００３９】
　前記高圧液体燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火
運転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるときに
のみ前記高圧液体燃料を噴射するように構成されることが好適である。
【００４０】
　これによれば、高圧液体燃料は燃焼音が大きく或いはノッキングに類似の現象が発生し
易い加速時などにのみ噴射される。従って、使用される液体燃料の量を低減したり、液体
燃料を加圧するのに必要なエネルギーの消費量を低減しながら、燃焼音等を抑制すること
ができる。
【００４１】
　また、前記高圧液体燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運
転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるときにの
み前記高圧液体燃料を噴射するように構成されることが好適である。
【００４２】
　これによれば、充填効率の増大が必要であり、且つ、ノッキングが発生し易い高負荷時
にのみ高圧液体燃料が噴射されるので、高圧液体燃料の消費量を低減することができる。
【００４３】
　また、前記高圧流体は前記燃料を部分酸化することにより得られる一酸化炭素及び水素
を含む合成ガスであることが好適である。
【００４４】
　水素は自着火し難い（自着火性が悪い）が、着火すると燃焼が早く進むという特性を有
している。一酸化炭素は、ガソリンと同程度に自着火し易い（ガソリンと同程度の自着火
性を有する）が、着火すると燃焼が遅く進むという特性を有している。従って、合成ガス
と燃料の混合ガスは、合成ガスを含まない混合ガスよりも着火及び／又は燃焼に時間を要
する。この結果、高圧流体を合成ガスとすれば、混合ガスの温度の不均一性のみでなく、
混合ガスに着火を遅らせる水素ガス又は一酸化炭素が混在することによる濃度不均一性に
より、燃焼期間を効果的に長期化することができる。
【００４５】
　更に、前記温度不均一性追加手段は、前記燃料を前記高圧流体として前記燃料噴射手段
から噴射するように構成されることが好適である。
【００４６】
　これによれば、混合ガスは、追加的に噴射された燃料の大きな気化熱（潜熱）と比熱と
により部分的に効果的に冷却される。
【００４７】
　本発明による制御装置の他の態様は、
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に高圧流体を噴射する高圧流体噴射手段と、
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　を備えるとともに、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるときと前記火花点
火運転モードにあるときとにおいて、クランク角が互いに異なる所定のクランク角となっ
たとき、前記高圧流体噴射手段から前記高圧流体を噴射する高圧流体噴射制御手段を備え
た内燃機関の制御装置である。
【００４８】
　この高圧流体は、空気、水素、一酸化炭素、前記燃焼室から排出された燃焼ガスを圧縮
した燃焼ガス、水、アルコールを含む液体燃料、前記燃料を部分酸化することにより得ら
れる一酸化炭素と水素とを含む合成ガス及び前記燃料のうちの何れか一つを含む流体であ
ってよい。
【００４９】
　これによれば、前記予混合圧縮自着火運転モードにあるときと前記火花点火運転モード
にあるときとにおいて、互いに異なるタイミングにて高圧流体が噴射される。例えば、内
燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるとき、圧縮行程中であって
前記混合ガス中の燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において前記高圧流体が噴射
せしめられる。これにより、燃焼の実質的な開始時点において混合気が大きな温度不均一
性を有することになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化する。その結果、予混
合圧縮自着火運転モードにおける燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃
焼音が低減される。
【００５０】
　また、例えば、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モードにあるとき、圧縮
行程前の所定の時期において前記流体が噴射される。これにより、混合ガス全体が冷却さ
れる。この結果、空気の充填効率を向上することができるとともに、火花点火運転時のノ
ッキングの発生を抑制することができる。
【００５１】
　このように、本態様の制御装置によれば、高圧流体噴射手段を有効に活用し、運転モー
ドに適したタイミングにて高圧流体を噴射する。従って、内燃機関の燃費を改善したり、
騒音等を低減することが可能となる。
【００５２】
　この場合、前記高圧流体噴射手段は、前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着
火運転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるとき
にのみ前記高圧流体を噴射するように構成されることが望ましい。
【００５３】
　これによれば、高圧流体は燃焼音が大きく或いはノッキングに類似の現象が発生し易い
加速時などにのみ噴射される。従って、使用される高圧流体の量を低減したり、流体を加
圧して高圧流体とするのに必要なエネルギーの消費量を低減しながら、燃焼音等を抑制す
ることができる。
【００５４】
　更に、この場合、前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点
火運転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるとき
にのみ前記高圧流体を噴射するように構成されることが好適である。
【００５５】
　これによれば、充填効率の増大が必要であり、且つ、ノッキングが発生し易い高負荷時
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にのみ高圧流体が噴射されるので、高圧流体の消費量を低減することができる。
【００５６】
　本発明による制御装置の他の態様は、
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段を備える
とともに、所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手
段により噴射された燃料とを含む混合ガスを圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、
同混合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着
火運転が可能な内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の負荷が高負荷閾値以上の高負荷であるとき、前記機関に要求される燃料
量の一部を前記圧縮行程の開始前に噴射するとともに、同要求される燃料量の残りの燃料
を前記圧縮行程中であって前記噴射された燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期にお
いて同燃料噴射手段から噴射し、
　前記内燃機関の負荷が前記高負荷閾値より小さい中負荷閾値以上の中負荷であるとき、
前記機関に要求される燃料量の全部を前記圧縮行程前において前記燃料噴射手段から噴射
し、
　前記内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より小さい軽負荷であるとき、前記機関に要求さ
れる燃料量の全部を前記圧縮行程中において前記燃料噴射手段から噴射する燃料噴射制御
手段を備えた内燃機関の制御装置である。
【００５７】
　これによれば、前記内燃機関の負荷が高負荷閾値以上の高負荷であるとき、前記機関に
要求される燃料量の一部が前記圧縮行程の開始前に噴射される。更に、前記要求される燃
料量の残りの燃料が前記圧縮行程中であって前記噴射された燃料の分解開始時点よりも前
の所定の時期において同燃料噴射手段から噴射される。従って、圧縮行程開始前において
噴射により形成された均質混合ガスは、圧縮行程中であって前記噴射された燃料の分解開
始時点よりも前の所定の時期において追加的に噴射された燃料の大きな気化熱（潜熱）と
比熱とにより部分的に冷却される。
【００５８】
　この結果、燃焼の実質的な開始時点において混合気が大きな温度不均一性を有すること
になるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化する。従って、予混合圧縮自着火運転
モードにおける燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃焼音が低減される
。
【００５９】
　また、前記内燃機関の負荷が前記高負荷閾値より小さい中負荷閾値以上の中負荷である
とき、前記機関に要求される燃料量の全部が前記圧縮行程前において前記燃料噴射手段か
ら噴射される。これによれば、均質混合ガスが得られるので、安定した自着火燃焼を得る
ことができる。
【００６０】
　更に、前記内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より小さい軽負荷であるとき、前記機関に
要求される燃料量の全部が前記圧縮行程中において前記燃料噴射手段から噴射される。こ
れによれば、弱成層混合ガスが得られるので、少ない燃料でも安定した自着火燃焼を得る
ことができる。
【００６１】
　さらに、この態様の制御装置は、既存の燃料噴射手段から追加的な燃料噴射を行うこと
により混合ガスに温度不均一性を追加しているので、燃料以外の流体を必要としない。ま
た、燃料以外の流体を噴射するための噴射弁等は不要である。従って、システム全体を簡
素化でき、軽量化及びコストダウンを図ることができる。
【００６２】
　本発明による制御装置の他の態様は、
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段を備えて
なり、
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　膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程をクランク角度が３６０度経過
する毎に繰り返す２サイクル内燃機関であって、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転が可能な内燃機関に適用される内燃機関に適用される。この制御装置は、燃料噴射制御
手段を備える。
【００６３】
　燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の負荷が高負荷閾値以上の高負荷であるとき、前記
機関に要求される燃料量の一部を前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同
給気行程に及ぶ期間中の何れかの時期において前記燃料噴射手段から噴射するとともに、
同要求される燃料量の残りの燃料を前記圧縮行程中であって前記噴射された燃料の分解開
始時点よりも前の所定の時期において同燃料噴射手段から噴射する。
【００６４】
　これによれば、掃気行程中、給気行程中及び掃気行程から給気行程に及ぶ期間中の何れ
かの時期において噴射により形成された均質混合ガスは、圧縮行程中であって前記噴射さ
れた燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において追加的に噴射された燃料の大きな
気化熱（潜熱）と比熱とにより部分的に冷却される。
【００６５】
　これにより、燃焼の実質的な開始時点において混合気が大きな温度不均一性を有するこ
とになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化する。その結果、予混合圧縮自着火
運転モードにおける燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃焼音が低減さ
れる。
【００６６】
　また、燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の負荷が前記高負荷閾値より小さい中負荷閾
値以上の中負荷であるとき、前記機関に要求される燃料量の全部を前記掃気行程中、前記
給気行程中及び同掃気行程から同給気行程に及ぶ期間中の何れかの時期において前記燃料
噴射手段から噴射する。
【００６７】
　これによれば、均質混合ガスが得られるので、安定した自着火燃焼を得ることができる
。
【００６８】
　更に、燃料噴射制御手段は、前記内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より小さい軽負荷で
あるとき、前記機関に要求される燃料量の全部を前記圧縮行程中において前記燃料噴射手
段から噴射する。
【００６９】
　これによれば、弱成層混合ガスが得られるので、少ない燃料でも安定した自着火燃焼を
得ることができる。
【００７０】
　さらに、この態様の制御装置は、既存の燃料噴射手段から追加的な燃料噴射を行うこと
により混合ガスに温度不均一性を追加しているので、燃料以外の流体を必要としない。ま
た、燃料以外の流体を噴射するための噴射弁等は不要である。従って、システム全体を簡
素化でき、軽量化及びコストダウンを図ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７１】
　以下、本発明による内燃機関の制御装置の各実施形態について説明する。各実施形態の
制御装置は、予混合圧縮自着火が可能な内燃機関（予混合圧縮自着火式内燃機関）に適用
され、燃焼室内に形成される混合ガスの温度の不均一性（混合ガスの空間的な温度分布の
広狭）を適切に制御することにより自着火による燃焼を緩慢にする装置である。そこで、
先ず、燃焼室内の混合ガスの温度の不均一性が自着火による燃焼に及ぼす影響について述
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べる。
【００７２】
　図１は、クランク角度に対する燃焼室内の混合ガスの圧力（以下、「筒内圧力」とも言
う。）の変化を、燃料分解開始時期（燃料の濃度が初期値の９０％になった時点、燃料の
１０％が分解された時点）θ１における混合ガスの温度分布別にシミュレーションにより
求めた結果である。図１の実線、破線及び一点鎖線により示された筒内圧力は、図２の実
線、破線及び一点鎖線により示された温度分布にそれぞれ対応した筒内圧力である。図２
の実線、破線及び一点鎖線により示された温度分布は、標準偏差がそれぞれσ１＝０．６
Ｋ（温度の不均一性が小）、σ２＝６．４Ｋ（温度の不均一性が中）及びσ３＝２０．７
Ｋ（温度の不均一性が大）である温度分布である。
【００７３】
　図１の実線により示されたように、燃料分解開始時点（燃料分解開始時期）θ１におけ
る温度の不均一性が小さいと筒内圧力は極めて急激に上昇し、燃焼は短期間内に終了する
。これに対し、図１の破線及び一点鎖線により示されたように、燃料分解開始時点θ１に
おける温度の不均一性が大きくなるほど筒内圧力の上昇率は低下し、燃焼が緩慢になって
いる。このことから、燃料分解開始時点θ１における燃焼室内の混合ガスの温度を不均一
にすることができれば自着火による燃焼を緩慢化できることが理解される。
【００７４】
　ところで、着火時期を大きく変化させることなく燃焼を緩慢にするためには、混合ガス
全体が一律の燃焼反応速度で燃焼するのではなく、混合ガスが部分ごとに異なる燃焼反応
速度で燃焼すれば良い。
【００７５】
　一方、燃焼反応速度は、下記（１）式の特性式に示されるように、混合ガス（混合気）
の燃焼反応に係る成分（即ち、燃料及び酸化剤であり、以下、単に「燃焼反応成分」と言
う。）の濃度と混合ガスの温度とに依存することが知られている。
　燃焼反応速度＝Ｋ・（燃料濃度）ａ ・（酸化剤濃度）ｂ ・ exp(－ Ea/RT)　…（１）
　（１）式において、Ｋ、ａ、ｂは定数、 Eaは混合ガス（混合気）の活性化エネルギー、
Rは気体定数、 Tは混合ガス（混合気）の温度である。
【００７６】
　以上のことから、混合ガスを部分ごとに異なる燃焼反応速度で燃焼させて燃焼を緩慢に
するためには、混合ガスの温度及び燃焼反応成分の濃度を不均一にすればよいと考えられ
る。また、上記（１）式から、燃焼反応速度は、燃焼反応成分の濃度の累乗に比例して変
化するのに対し、混合ガスの温度に関して指数関数的に変化すると言うことができる。従
って、燃焼は、燃焼反応成分の濃度に比較して混合ガスの温度に対し、より敏感に変化す
るということができる。
【００７７】
　実際の内燃機関においては、燃焼室内に乱流（給気の流れによる乱れ等）が発生してい
るから、物質及び熱について種々の伝達現象が生じている。この伝達現象により、燃焼反
応成分の濃度分布及び混合ガスの温度分布は変化する。そこで、燃焼反応成分の濃度分布
及び混合ガスの温度分布が圧縮行程中にどのように変化するかをシミュレーションにより
調べ、その結果を図３及び図４にそれぞれ示した。
【００７８】
　図３に示した燃焼反応成分の濃度分布の変化から理解されるように、濃度の不均一性は
、圧縮行程の開始時点においては大きいが、圧縮行程初期の強い乱流により圧縮行程の後
期までに実質的に消滅してしまう。
【００７９】
　これに対し、図４に示した温度分布の変化から理解されるように、温度の不均一性は、
圧縮行程初期から圧縮行程中期までは小さくなるが、圧縮行程中期から圧縮行程後期にか
けて再び大きくなる。これは、シリンダ壁面（燃焼室壁面）と混合ガスとの間の熱の伝達
（伝熱）によりもたらされると考えられる。
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【００８０】
　なお、本明細書において、圧縮行程の初期は、給気弁閉弁時点から混合ガスの温度が最
も均一化される時点までの期間として定義される。圧縮行程の中期は、圧縮行程初期の終
了時点から燃料分解開始時点θ１より所定クランク角度θｙ（例えば、２０～３０度のク
ランク角度）前の時点までの期間として定義される。圧縮行程の後期は、圧縮行程中期の
終了時点から着火時期までの期間として定義される。着火時期は、便宜上、最大発生熱量
の５％の熱量が発生したときと定義される。
【００８１】
　以上を要約すると、燃焼反応成分の濃度分布を圧縮行程開始時から圧縮行程後期まで維
持することは難しく、且つ、燃焼反応成分の濃度分布の燃焼に対する影響は相対的に小さ
いと言うことができる。また、混合ガスの温度分布を圧縮行程後期まで維持することは燃
焼反応成分の濃度分布を維持することに比較してそれほど困難でなく、且つ、混合ガスの
温度分布の燃焼に対する影響は相対的に大きいと言うことができる。従って、予混合圧縮
自着火式内燃機関においては、圧縮行程中に混合ガスの温度分布を形成することが、燃焼
を緩慢にして燃焼期間を長期化することに対して効果的であると言うことができる。
【００８２】
　次に、シリンダの壁温と燃焼期間との関係をシミュレーションにより調べた。上述した
ように、混合ガスの温度の不均一性はシリンダ壁面と混合ガスとの間の伝熱によってもた
らされると考えられるからである。シミュレーション結果を図５に示す。図５から、シリ
ンダ壁温が低いほど温度分布は広くなり（温度の不均一性は大きくなり）、その結果、燃
焼期間が長くなっていることが理解される。換言すると、混合ガスとシリンダ壁面との間
の熱伝達を大きくすることは、燃焼期間の長期化に有効であると言える。
【００８３】
　次に、圧縮行程期間中のどのような時期に温度分布を形成することが燃焼を緩慢にする
こと（燃焼期間の長期化）に対して効果的であるかについて検討した。いま、燃焼室内の
乱流に対して燃焼反応が極端に早いとすれば、燃焼は殆ど乱流の影響を受けない。一方、
燃焼室内の乱流に対して燃焼反応が極端に遅いとすれば、燃焼は燃焼室内の乱流によるガ
スの混合現象に大きく依存することになる。
【００８４】
　図６は、圧縮行程中においてガスが混合される度合い（ガスの混合度合）の変化を計算
により求めた結果を示している。この計算から、ガスの混合度合は、圧縮行程の開始後（
圧縮行程初期）に直ちに減衰し、圧縮行程中期～圧縮行程後期までの期間においては、殆
ど変化しないことが判明した。即ち、乱流による混合ガスの活発な混合は、圧縮行程初期
において相対的に非常に強く生じる。
【００８５】
　図７は、圧縮行程中における燃焼反応速度（化学反応速度）の度合の変化を計算により
求めた結果を示している。この計算から、燃焼反応は、圧縮行程の初期から中期までの期
間において混合ガスの温度が高くないために殆ど進まず、圧縮行程後期において混合ガス
の温度が高くなると一気に進行することが判明した。
【００８６】
　以上の検討から、次の結論が導き出される。
（１）圧縮行程初期においては、乱流による混合ガスの混合が急激に進行する。従って、
圧縮行程初期において広い温度分布を有する混合ガスが形成されても（混合ガスの温度の
不均一性が大きくされても）、その広い温度分布は燃焼反応が活発化する圧縮行程後期ま
で残存することができない。従って、圧縮行程初期に広い温度分布の混合ガスを形成して
も、燃焼を長期化することはできない。
【００８７】
（２）圧縮行程中期においては、混合ガスの混合の進行が緩慢に進む。これに対し、燃焼
反応は徐々に活発化する。但し、この燃焼反応は、爆発的な燃焼反応よりは進行が遅い「
着火に到るための予反応」である。この予反応は比較的緩慢に進行するから、乱流による
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混合ガスの混合の影響は予反応により打ち消されてしまうことはなく、後に発生する爆発
的な燃焼反応に影響を及ぼすことができる。従って、圧縮行程中期において、混合ガスの
温度の不均一性を大きくすれば（混合ガスの空間的な温度分布が広くなるように混合ガス
に何らかの作用を施せば）、燃焼を緩慢にすることができる。また、乱流による混合ガス
の混合は、混合ガスとシリンダ壁面との間の伝熱を活発化するとともに、シリンダ壁面に
より冷却された混合ガスを周辺の混合ガスと混合させるから、燃焼を効果的に緩慢化する
ことができる。
【００８８】
（３）圧縮行程後期（特に、燃料分解開始時期以降）においては、燃焼反応は、ガスの混
合度合の進行に比較して非常に早く進行する。従って、この時期に温度不均一性を追加的
に付与しても、ガスの混合の進行によって低温の領域に燃料の粒子が存在するようになる
前に燃焼が開始してしまうので、燃焼を緩慢にすることができない。
【００８９】
　以上から、圧縮行程中期における混合ガスの流れによる混合を利用して燃料分解開始時
期における混合ガスの温度不均一性を大きくすることが、燃焼を緩慢にし、燃焼期間の長
期化に効果的であるという結論に到達した。
【００９０】
　実際、燃料分解開始時期における燃焼室内の混合ガスの温度分布を変化させ、燃焼期間
がどのように変化するかを計算により調べ、結果を図８に示した。図８から、燃焼期間は
、燃料分解開始時期における燃焼室内の混合ガスの最高温度（筒内最高温度）と最低温度
（筒内最低温度）との差に略比例する（例えば、温度差を２０Ｋから４０Ｋへと２倍にし
たとき約２倍となる。）ことが理解できる。従って、燃料分解開始時期における混合ガス
の温度不均一性を大きくすることが燃焼を変化させるために効果的であるという上記結論
の妥当性が確認できた。
【００９１】
　本発明による内燃機関の制御装置の各実施形態は、上述した検討に基づいてなされたも
のであり、圧縮行程中期において混合ガスの温度不均一性を大きくするように同混合ガス
に何らかの作用（例えば、種々の高圧ガスを噴射する等の作用）を施し、この作用と圧縮
行程中期の乱流による混合ガスの混合とを利用して燃料分解開始時期における混合ガスの
温度の不均一性を大きくすることにより、燃焼を緩慢化する。
【００９２】
　次に、本発明による内燃機関の制御装置の各実施形態について図面を参照しつつ説明す
る。
（第１実施形態）
　図９は、本発明の第１実施形態に係る内燃機関の制御装置を２サイクル予混合圧縮自着
火式内燃機関に適用したシステムの概略を示している。２サイクル内燃機関とは、クラン
ク角度が３６０度経過する毎に、膨張行程、排気行程、掃気行程、給気行程及び圧縮行程
を繰り返す内燃機関をいう。
【００９３】
　予混合圧縮自着火式内燃機関１０は、シリンダブロック、シリンダブロックロワーケー
ス及びオイルパン等を含むシリンダブロック部２０と、シリンダブロック部２０の上に固
定されるシリンダヘッド部３０と、シリンダブロック部２０に空気（新気）を供給するた
めの給気系統４０と、シリンダブロック部２０からの排ガスを外部に放出するための排気
系統５０とを含んでいる。
【００９４】
　シリンダブロック部２０は、シリンダ２１、ピストン２２、コンロッド２３及びクラン
ク軸２４を含んでいる。ピストン２２はシリンダ２１内を往復動し、ピストン２２の往復
動がコンロッド２３を介してクランク軸２４に伝達され、これにより同クランク軸２４が
回転するようになっている。シリンダ２１とピストン２２のヘッドは、シリンダヘッド部
３０とともに燃焼室２５を形成している。
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【００９５】
　シリンダヘッド部３０は、燃焼室２５に連通した給気ポート３１、給気ポート３１を開
閉する給気弁３２、給気弁３２を駆動する給気弁駆動機構３２ａ、燃焼室２５に連通した
排気ポート３３、排気ポート３３を開閉する排気弁３４、排気弁３４を駆動する排気弁駆
動機構３４ａ、点火プラグ３５、点火プラグ３５に与える高電圧を発生するイグニッショ
ンコイルを含むイグナイタ３６、燃料（ガソリン燃料）を燃焼室２５内に噴射するインジ
ェクタ（ガソリン燃料噴射弁、燃料噴射弁）３７及び空気噴射弁３８を備えている。給気
弁駆動機構３２ａ及び排気弁駆動機構３４ａは、駆動回路３９に接続されていていて、駆
動回路３９からの信号に応答して、給気弁３２及び排気弁３４をそれぞれ開閉するように
なっている。
【００９６】
　インジェクタ３７は、蓄圧室３７ａ、燃料ポンプ３７ｂ及び図１０に示した燃料タンク
３７ｃに順に接続されている。燃料ポンプ３７ｂは駆動信号に応答して燃料タンク３７ｃ
内の燃料を高圧にしてから蓄圧室３７ａに供給するようになっている。蓄圧室３７ａは高
圧の燃料を貯蔵するようになっている。これにより、インジェクタ３７は、駆動信号に応
答して開弁したとき、燃焼室２５内に高圧の燃料を噴射するようになっている。なお、こ
れらは燃料噴射手段を構成している。
【００９７】
　空気噴射弁３８は、図１０に示したように、空気蓄圧タンク３８ａ、熱交換器３８ｂ、
空気圧縮機（空気圧縮ポンプ）３８ｃ及びエアクリーナ３８ｄに順に接続されている。空
気圧縮機３８ｃは、駆動信号に応答してエアクリーナ３８ｄを経由して導入した空気を圧
縮し、圧縮した空気を熱交換器３８ｂに供給するようになっている。熱交換器３８ｂは、
圧縮された空気を冷却し、冷却した空気を空気蓄圧タンク３８ａに供給するようになって
いる。空気蓄圧タンク３８ａは、冷却された高圧の空気を貯蔵するようになっている。空
気噴射弁３８は、燃焼室２５に臨み、高圧空気をシリンダ２１のボア（シリンダボア）の
接線方向に噴射するように配設されている。以上の構成により、空気噴射弁３８は、駆動
信号に基づいて開弁したとき、シリンダボアの接線方向に沿って燃焼室２５内に高圧且つ
低温の空気を噴射するようになっている。なお、これらは高圧流体噴射手段としての空気
噴射手段を構成している。
【００９８】
　再び図９を参照すると、給気系統４０は、給気ポート３１に連通し同給気ポート３１と
ともに給気通路を形成するインテークマニホールド４１、インテークマニホールド４１に
連通したサージタンク４２、サージタンク４２に一端が接続された給気ダクト４３、給気
ダクト４３の他端部から下流（インテークマニホールド４１）に向けて順に給気ダクト４
３に配設されたエアフィルタ４４、ターボチャージャ９１のコンプレッサ９１ａ、バイパ
ス流量調整弁４５、インタークーラ４６及びスロットルバルブ４７を備えている。
【００９９】
　給気系統４０は、更に、バイパス通路４８を備えている。バイパス通路４８の一端はバ
イパス流量調整弁４５と接続され、他端はインタークーラ４６とスロットルバルブ４７の
間の位置にて給気ダクト４３に接続されている。バイパス流量調整弁４５は、駆動信号に
応答して図示しないバルブ開度を変更することにより、インタークーラ４６へ流入する空
気量とインタークーラ４６をバイパスする空気量（バイパス通路４８へ流入する空気量）
とを調整できるようになっている。
【０１００】
　インタークーラ４６は水冷式であって、給気ダクト４３を通過する空気を冷却するよう
になっている。インタークーラ４６は、インタークーラ４６内の冷却水の熱を大気中に放
出するラジエタ４６ａと、インタークーラ４６とラジエタ４６ａの間で冷却水を循環する
循環ポンプ４６ｂとに接続されている。
【０１０１】
　スロットルバルブ４７は給気ダクト４３内において同給気ダクト４３に回動可能に支持
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されている。スロットルバルブ４７は、スロットルバルブ駆動手段を構成するスロットル
バルブアクチュエータ４７ａと接続されている。スロットルバルブ４７は、スロットルバ
ルブアクチュエータ４７ａにより回転駆動され、給気ダクト４３の開口断面積を変更する
ようになっている。
【０１０２】
　排気系統５０は、排気ポート３３に連通し同排気ポート３３とともに排気通路を形成す
るエキゾーストマニホールドを含む排気管５１、排気管５１内に配設されたターボチャー
ジャ９１のタービン９１ｂ、タービン９１ｂをバイパスするように両端がタービン９１ｂ
の上流及び下流において排気管５１に連通されたウェストゲート通路５２、ウェストゲー
ト通路５２に配設された過給圧調整弁５２ａ及びタービン９１ｂの下流の排気管５１に配
設された三元触媒装置５３を備えている。
【０１０３】
　このような配置により、ターボチャージャ９１のタービン９１ｂは排ガスのエネルギー
により回転し、これにより給気系統４０のコンプレッサ９１ａが回転して空気を圧縮する
。これにより、ターボチャージャ９１は、内燃機関１０に空気を過給するようになってい
る。過給圧調整弁５２ａは、駆動信号に応答してタービン９１ｂへ流入する排ガス量を調
整し、これにより、給気通路４１内の圧力（過給圧）を調整するようになっている。なお
、過給圧は内燃機関１０の負荷（例えば、アクセルペダル操作量 Accp）とエンジン回転速
度 NEとにより定まる目標過給圧と一致するように、過給圧調整弁５２ａなどにより制御さ
れるようになっている。
【０１０４】
　一方、このシステムは、エアフローメータ６１、クランクポジションセンサ６２、筒内
圧センサ６３及びアクセル開度センサ６４を備えている。エアフローメータ６１は吸入さ
れた空気量 Gaを表す信号を出力するようになっている。クランクポジションセンサ６２は
、クランク軸２４が一定微少角度だけ回転する毎に幅狭のパルスを有するとともに同クラ
ンク軸２４が３６０°回転する毎に幅広のパルスを有する信号を出力するようになってい
る。この信号は、エンジン回転速度 NE及びクランク角度 CAを表す。筒内圧センサ６３は、
燃焼室２５内の圧力（筒内圧） Paを表す信号を出力するようになっている。アクセル開度
センサ６４は、運転者によって操作されるアクセルペダル６５の操作量 Accpを表す信号を
出力するようになっている。
【０１０５】
　電気制御装置７０は、互いにバスで接続されたＣＰＵ７１、ＣＰＵ７１が実行するプロ
グラム、テーブル（ルックアップテーブル、マップ）及び定数等を予め記憶したＲＯＭ７
２、ＣＰＵ７１が必要に応じてデータを一時的に格納するＲＡＭ７３、電源が投入された
状態でデータを格納するとともに同格納したデータを電源が遮断されている間も保持する
バックアップＲＡＭ７４並びにＡＤコンバータを含むインターフェース７５等からなるマ
イクロコンピュータである。
【０１０６】
　インターフェース７５は、前記センサ６１～６４と接続され、ＣＰＵ７１にセンサ６１
～６４からの信号を供給するようになっている。インターフェース７５は、イグナイタ３
６、インジェクタ３７、燃料ポンプ３７ｂ、空気噴射弁３８、空気圧縮機３８ｃ、駆動回
路３９、バイパス流量調整弁４５、スロットルバルブアクチュエータ４７ａ及び過給圧調
整弁５２ａと接続されていて、ＣＰＵ７１の指示に応じてこれらに駆動信号を送出するよ
うになっている。
【０１０７】
　次に、上記のように構成された内燃機関の制御装置の作動について説明する。電気制御
装置７０のＣＰＵ７１は、図１１にフローチャートにより示した運転領域判定ルーチンを
所定時間の経過毎に繰り返し実行するようになっている。
【０１０８】
　従って、所定のタイミングになると、ＣＰＵ７１はステップ１１００から処理を開始し
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てステップ１１０５に進み、現時点の負荷（この例では、アクセルペダル操作量 Accp）及
び現時点のエンジン回転速度 NEと、図１２に示した領域判定マップとに基づいて、内燃機
関の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ１（混合ガス温度分布制御なし）にあるか否かを
判定する。
【０１０９】
　図１２に示したように、自着火領域は、２サイクル自着火領域Ｒ１（混合ガス温度分布
制御なし）と２サイクル自着火領域Ｒ２（混合ガス温度分布制御あり）とからなる。２サ
イクル自着火領域Ｒ１は、２サイクル自着火領域のうちの軽負荷域及び中負荷域である。
２サイクル自着火領域Ｒ２は、自着火領域のうちの高負荷域である。２サイクル火花点火
領域Ｒ３は、２サイクル自着火領域よりも高負荷側かつ高回転側の領域である。
【０１１０】
　いま、内燃機関の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ１にあると仮定して説明を続ける
。この場合、ＣＰＵ７１はステップ１１０５にて「Ｙｅｓ」と判定し、ステップ１１１０
に進んでフラグ XR1の値を「１」に設定するとともにフラグ XR2の値を「０」に設定し、ス
テップ１１９５に進んで本ルーチンを一旦終了する。
【０１１１】
　一方、ＣＰＵ７１は図１３にフローチャートにより示した内燃機関の制御量及び制御時
期を決定するルーチンを、クランク角度が上死点（又は、上死点から上死点後９０度まで
の所定のクランク角度）に一致する毎に実行するようになっている。
【０１１２】
　従って、所定のタイミングになると、ＣＰＵ７１はステップ１３００から処理を開始し
てステップ１３０５に進み、現時点のアクセルペダル操作量 Accp及び現時点のエンジン回
転速度 NEと、アクセルペダル操作量 Accp及びエンジン回転速度 NEと燃料噴射量 TAUとの関
係を規定するテーブル MapTAUとに基づいて燃料噴射量 TAU（＝ MapTAU(Accp， NE)）を決定
する。
【０１１３】
　なお、以下の説明において、 MapX(a,b)と標記されるテーブルは、変数ａ及び変数ｂと
値Ｘとの関係を規定するテーブルを意味することとする。また、値Ｘをテーブル MapX(a,b
)に基づいて求めるとは、値Ｘを現時点の変数ａ及び現時点の変数ｂと、テーブル MapX(a,
b)とに基づいて求める（決定する）ことを意味することとする。
【０１１４】
　次に、ＣＰＵ７１はステップ１３１０に進んで燃料噴射開始時期θ injをテーブル Mapθ
inj(Accp， NE)に基づいて求め、ステップ１３１５に進んで排気弁開弁時期ＥＯをテーブ
ル MapEO(Accp,NE)に基づいて求める。続いて、ＣＰＵ７１はステップステップ１３２０に
進んで給気弁開弁時期ＩＯをテーブル MapIO(Accp， NE)に基づいて求めるとともに、ステ
ップ１３２５に進んで排気弁閉弁時期ＥＣをテーブル MapEC(Accp,NE)に基づいて求める。
【０１１５】
　次に、ＣＰＵ７１はステップ１３３０に進んで給気弁閉弁時期ＩＣをテーブル MapIC(Ac
cp,NE)に基づいて求め、続くステップ１３３５にてフラグ XR1の値が「１」であるか否か
を判定する。前述したように、現時点では、内燃機関１０は２サイクル自着火領域Ｒ１で
運転されているから、フラグ XR1の値は「１」に設定されている。従って、ＣＰＵ７１は
ステップ１３３５にて「Ｙｅｓ」と判定し、ステップ１３９５に進んで本ルーチンを一旦
終了する。
【０１１６】
　更に、ＣＰＵ７１は、図１４にフローチャートにより示した駆動制御ルーチンを、クラ
ンク角度が微少のクランク角度だけ経過する毎に実行するようになっている。従って、所
定のタイミングになると、ＣＰＵ７１はステップ１４００から本ルーチンの処理を開始し
てステップ１４０５に進み、現時点のクランク角度が前述した図１３のステップ１３１５
にて決定された排気弁開弁時期ＥＯと一致しているか否かを判定する。そして、現時点の
クランク角度が排気弁開弁時期ＥＯと一致していると、ＣＰＵ７１はステップ１４０５に
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て「Ｙｅｓ」と判定してステップ１４１０に進み、駆動回路３９に対し排気弁３４を開弁
するための駆動信号を送出する。これにより、排気弁駆動機構３４ａが作動し、排気弁３
４が開弁せしめられる。
【０１１７】
　以降、ＣＰＵ７１はステップ１４１５～１４５０の処理に従って、排気弁３４を開弁さ
せる場合と同様に各種の駆動信号を適当なタイミングにて発生し、以下に記述する各種の
動作を行う。
【０１１８】
　ステップ１４１５及びステップ１４２０…クランク角度が図１３のステップ１３２０に
て決定された給気弁開弁時期ＩＯとなったとき、給気弁３２を開弁するための駆動信号を
駆動回路３９に対して発生し、給気弁３２を給気弁駆動機構３２ａの作動により開弁する
。
　ステップ１４２５及びステップ１４３０…クランク角度が図１３のステップ１３１０に
て決定された燃料噴射開始時期θ injとなったとき、インジェクタ３７を燃料噴射量 TAUに
応じた時間だけ開弁し、燃料噴射量 TAUの燃料を燃焼室２５内に噴射する。
【０１１９】
　ステップ１４３５及びステップ１４４０…クランク角度が図１３のステップ１３２５に
て決定された排気弁閉弁時期ＥＣとなったとき、排気弁３４を閉弁するための駆動信号を
駆動回路３９に対して発生し、排気弁３４を排気弁駆動機構３４ａの作動により閉弁する
。
　ステップ１４４５及びステップ１４５０…クランク角度が図１３のステップ１３３０に
て決定された給気弁閉弁時期ＩＣとなったとき、給気弁３２を閉弁するための駆動信号を
駆動回路３９に対して発生し、給気弁３２を給気弁駆動機構３２ａの作動により閉弁する
。
【０１２０】
　次に、ＣＰＵ７１はステップ１４５５に進み、フラグ XR2の値が「１」に設定されてい
るか否かを判定する。この場合、フラグ XR2の値は先のステップ１１１０にて「０」に設
定されている。従って、ＣＰＵ７１はステップ１４５５にて「Ｎｏ」と判定してステップ
１４７０に直接進み、フラグ XR1の値及びフラグ XR2の値の両者が共に「０」に設定されて
いるか否かを判定する。この場合、フラグ XR1の値が「１」に設定されているから、ＣＰ
Ｕ７１はステップ１４７０にて「Ｎｏ」と判定し、ステップ１４９５に進んで本ルーチン
を一旦終了する。
【０１２１】
　以上により、図１５に示したように、排気弁開弁時期ＥＯにて排気弁３４が開弁して排
気期間（排気行程）が開始し、燃焼室２５から排気ポート３３へ高温の燃焼ガスが排出さ
れ始める。次いで、給気弁開弁時期ＩＯにて給気弁３２が開弁して掃気期間（掃気行程）
が開始する。掃気期間では、給気ポート３１から燃焼室２５へ低温の空気（新気）が導入
され、また、この空気の導入により、燃焼室２５から排気ポート３３へ高温の燃焼ガスが
排出される。
【０１２２】
　そして、下死点付近の適切な燃料噴射開始時期θ injにて燃料噴射が実行され、燃焼室
２５内に燃焼ガス、空気及び燃料からなる混合ガスが形成され始める。その後、排気弁閉
弁時期ＥＣにて排気弁３４が閉弁して掃気期間が終了するとともに過給期間（給気行程）
が開始し、更に空気が燃焼室２５内に供給される。次に、給気弁閉弁時期ＩＣにて給気弁
３２が閉弁して過給期間が終了するとともに圧縮行程が開始する。その後、クランク角度
が上死点（ＴＤＣ）近傍になると、混合ガスは自着火し膨張行程が開始する。なお、この
場合、内燃機関の運転状態は２サイクル自着火領域Ｒ１にあるから、後述する高圧空気の
噴射及び点火は実行されない。
【０１２３】
　次に、内燃機関の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ２（混合ガス温度分布制御あり）
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に移行したと仮定して説明を続ける。この領域Ｒ２は、内燃機関の運転状態が自着火運転
領域（領域Ｒ１と領域Ｒ２を合わせた領域）にあって、内燃機関の負荷が第１の高負荷閾
値以上の高負荷であると言うこともできる。
【０１２４】
　この場合、ＣＰＵ７１は図１１のステップ１１０５にて「Ｎｏ」と判定してステップ１
１１５に進み、現時点の負荷及び現時点の回転速度 NEと、図１２に示した領域判定マップ
とに基づいて、内燃機関の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ２にあるか否かを判定する
。そして、ＣＰＵ７１はステップ１１１５にて「Ｙｅｓ」と判定し、ステップ１１２０に
進んでフラグ XR1の値を「０」に設定するとともにフラグ XR2の値を「１」に設定し、ステ
ップ１１９５に進んで本ルーチンを一旦終了する。
【０１２５】
　このとき、ＣＰＵ７１が図１３のステップ１３００から処理を開始すると、ステップ１
３０５～ステップ１３３０の処理を実行してステップ１３３５に進む。そして、ＣＰＵ７
１は、ステップ１３３５にて「Ｎｏ」と判定してステップ１３４０に進み、フラグ XR2の
値が「１」であるか否かを判定する。この場合、フラグ XR2の値は「１」である。従って
、ＣＰＵ７１はステップ１３４０にて「Ｙｅｓ」と判定してステップ１３４５に進み、ガ
ス噴射開始時期（この実施形態では、空気噴射開始時期）θ addをテーブル Mapθ add(Accp
,NE)に基づいて決定し、その後、ステップ１３９５に進んで本ルーチンを一旦終了する。
テーブル Mapθ add(Accp,NE)は、ガス噴射開始時期θ addが圧縮行程の中期に存在するよう
に設定されている。
【０１２６】
　以降、ＣＰＵ７１が図１４に示したルーチンを実行すると、同ＣＰＵ７１はステップ１
４００乃至ステップ１４５０の処理により上述した排気弁３４や給気弁３２等の開閉制御
等を実行する。また、この場合、フラグ XR2の値は「１」に設定されている。従って、Ｃ
ＰＵ７１はステップ１４５５にて「Ｙｅｓ」と判定するようになり、ステップ１４６０及
びステップ１４６５によってクランク角度が図１３に示したステップ１３４５にて決定し
たガス噴射開始時期（空気噴射開始時期）θ addとなったとき、空気噴射弁３８を所定時
間だけ開弁する。一方、ＣＰＵ７１は、ステップ１４７０に進んだとき、同ステップ１４
７０にて「Ｎｏ」と判定し、ステップ１４９５に進んで本ルーチンを一旦終了する。
【０１２７】
　このように、内燃機関の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ２にある場合（フラグ XR2
の値が「１」に設定されている場合）、図１５に示したように、クランク角度がガス噴射
開始時期θ addとなると、低温で高圧の空気がシリンダボアの接線方向に沿って少なくと
も圧縮行程中期に噴射される。従って、この時点において、燃焼室２５内の比較的高温の
混合ガスに低温の高圧空気が噴射されるので、混合ガスの温度の不均一性が増大する。換
言すると、混合ガスの温度分布が拡大せしめられるように、噴射された高圧の空気が混合
ガスに作用する。
【０１２８】
　前述したように、この時期に形成された温度の不均一性は、圧縮行程後期の燃料分解開
始時期（燃料の濃度が初期値の９０％になった時点、燃料の１０％が分解された時期）ま
で持続する。この結果、燃料分解開始時期における混合ガスの不均一性は、高圧空気の噴
射がなく圧縮行程の圧縮のみによって形成される混合ガスの不均一性よりも大きくなる。
従って、自着火及び燃焼が緩慢となり、燃焼期間が増大するので、圧力上昇率が過大とな
らず、騒音（燃焼音）が小さくなる。
【０１２９】
　次に、内燃機関の運転状態が２サイクル火花点火運転領域Ｒ３に移行したと仮定して説
明を続ける。この場合、ＣＰＵ７１は図１１のステップ１１０５及びステップ１１１５に
て「Ｎｏ」と判定してステップ１１２５に進み、フラグ XR1及びフラグ XR2の値を共に「０
」に設定し、ステップ１１９５に進んで本ルーチンを一旦終了する。
【０１３０】

10

20

30

40

50

(21) JP 4033160 B2 2008.1.16



　このとき、ＣＰＵ７１が図１３のステップ１３００から処理を開始すると、同ＣＰＵ７
１は、ステップ１３０５～ステップ１３３０の処理を実行し、続くステップ１３３５及び
ステップ１３４０の両ステップにて「Ｎｏ」と判定してステップ１３５０に進む。ＣＰＵ
７１は、ステップ１３５０にて、点火時期θ igをテーブル Mapθ ig(Accp,NE)に基づいて決
定し、その後、ステップ１３９５に進んで本ルーチンを一旦終了する。
【０１３１】
　以降、ＣＰＵ７１が図１４に示したルーチンを実行すると、同ＣＰＵ７１はステップ１
４００乃至ステップ１４５０の処理により上述した排気弁３４や給気弁３２等の開閉制御
等を実行する。また、この場合、フラグ XR1及びフラグ XR2の値は「０」に設定されている
。従って、ＣＰＵ７１はステップ１４５５にて「Ｎｏ」と判定して直接ステップ１４７０
に進み、同ステップ１４７０にて「Ｙｅｓ」と判定するようになる。この結果、ステップ
１４７５及びステップ１４８０によってクランク角度が点火時期θ igとなったとき、ＣＰ
Ｕ７１はイグナイタ３６に駆動信号（点火信号）を送出し、点火プラグ３５による混合ガ
スの火花点火を行う。
【０１３２】
　以上、説明したように、第１実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、圧縮行程中
期において低温且つ高圧の空気（高圧流体）が空気噴射弁３８から燃焼室２５内に噴射さ
れる。これにより、遅くとも燃料分解開始時期よりもクランク角度で２０～３０度早い時
点における混合ガスの温度不均一性が大きくなり、且つ、この時点の温度不均一性は燃料
分解開始時期まで持続する。また、空気噴射がなされた時点からクランク角度で２０～３
０度だけ時間が経過する間に、空気と混合ガス（燃料）との混合が進む。従って、燃料分
解開始時期の混合ガスが、燃焼の緩慢化をもたらす有意で大きな温度不均一性を有するこ
とになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化せしめられる。その結果、圧力上昇
率が過大になることが防止され、騒音（燃焼音）が低減される。
【０１３３】
　更に、第１実施形態においては、低温の高圧空気がシリンダボアの接線方向に沿って燃
焼室２５内に噴射されるので、燃焼室２５内にスワール流が発生する。従って、混合ガス
と混合ガスよりも温度の低いシリンダ２１の壁面との間の伝熱が促進されて、シリンダ２
１の壁面の熱伝達率が高められる。その結果、混合ガスの温度不均一性をより効果的に形
成することができる。
【０１３４】
　加えて、この実施形態は、高圧の空気をそれよりも低圧の燃焼室２５内の混合ガス内に
噴射するので、高圧空気の断熱膨張効果によって同空気の温度は低下する。従って、混合
ガスに対し、より効果的に温度不均一性を付与することができる。
【０１３５】
　一方、このような空気噴射によれば、低温部がシリンダ２１の壁面付近において環状に
形成される。他方、燃焼室２５の中央部に存在する混合ガスの温度は低下しないから、中
央部の混合ガスの着火性は空気噴射を行わない場合に比べて大きく変化しない。従って、
着火時期を大きく変化させることなく、燃焼期間の長期化だけを容易に達成することがで
きる。
【０１３６】
（第２実施形態）
　次に、本発明の第２実施形態に係る内燃機関の制御装置について説明する。第２実施形
態に係る制御装置は、高圧の空気に代え、高圧流体としての高圧の水素ガス（又は高圧の
一酸化炭素ガス）を燃焼室２５内に噴射する点において第１実施形態の制御装置と相違し
ている。従って、以下、かかる相違点を中心として説明する。
【０１３７】
　この制御装置は、図１６に示したように、空気噴射弁３８に代わるガス噴射弁８１を備
えている。ガス噴射弁８１は、ガス蓄圧タンク８１ａ、熱交換器８１ｂ、ガス圧縮機（ガ
スポンプ）８１ｃ及びガスタンク８１ｄに順に接続されている。ガス圧縮機８１ｃは、駆
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動信号に応答してガスタンク８１ｄ内の水素ガスを圧縮し、圧縮した水素ガスを熱交換器
８１ｂに供給するようになっている。熱交換器８１ｂは、圧縮された水素ガスを冷却し、
冷却した水素ガスをガス蓄圧タンク８１ａに供給するようになっている。ガス蓄圧タンク
８１ａは、冷却された高圧の水素ガスを貯蔵するようになっている。ガス噴射弁８１は、
燃焼室２５に臨み、高圧の水素ガスをシリンダ２１のボア（シリンダボア）の接線方向に
噴射するように配設されている。
【０１３８】
　以上の構成により、ガス噴射弁８１は、駆動信号に基づいて開弁したとき、シリンダボ
アの接線方向に沿って燃焼室２５内に高圧且つ低温の水素ガスを噴射するようになってい
る。
【０１３９】
　第２実施形態に係る電気制御装置７０は、第１実施形態の電気制御装置７０とほぼ同様
に作動する。但し、図１３のステップ１３４５において使用されるテーブル Mapθ add(Acc
p,NE)は、水素ガス用に適合されている。
【０１４０】
　このように、第２実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、圧縮行程中期において
冷却された水素ガスがガス噴射弁８１から燃焼室２５内に噴射される。これにより、混合
ガス内に水素分子が不均一（斑状）に存在することとなり、この水素分子により遅くとも
燃料分解開始時期よりもクランク角度で２０～３０度だけ早い時点における混合ガスの温
度不均一性が大きくなる。
【０１４１】
　この時点の温度不均一性は燃料分解開始時期まで持続する。また、水素ガス噴射がなさ
れた時点からクランク角度で２０～３０度だけ時間が経過する間に、水素分子と混合ガス
（燃料）との混合が進む。これにより、燃料分解開始時期の混合ガスが、燃焼の緩慢化を
もたらす有意で大きな温度不均一性を有することになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期
間が長期化せしめられる。その結果、圧力上昇率が過大になることが防止され、騒音（燃
焼音）が低減される。
【０１４２】
　更に、第２実施形態においては、低温で高圧の水素ガスがシリンダボアの接線方向に沿
って燃焼室２５内に噴射されるので、燃焼室２５内にスワール流が発生する。従って、混
合ガスと混合ガスよりも温度の低いシリンダ２１の壁面との間の伝熱が促進されて、シリ
ンダ２１の壁面の熱伝達率が高められる。その結果、温度不均一性をより効果的に形成す
ることができる。
【０１４３】
　また、水素は、ガソリン（燃料）が自着火する際に生成される中間生成物の発生を抑制
すると考えられている。従って、水素とガソリンの混合ガスは、水素を含まないガソリン
（或いは軽油）の混合ガスよりも着火に時間を要する。従って、第２実施形態によれば、
混合ガスの温度の不均一性のみでなく、混合ガスに着火を遅らせる水素ガスが混在するこ
とによる濃度不均一性により、燃焼期間を効果的に長期化することができる。
【０１４４】
　加えて、第２実施形態は、高圧の水素ガスをそれよりも低圧の燃焼室２５内の混合ガス
内に噴射するので、高圧水素ガスの断熱膨張効果によって同水素ガスの温度は低下する。
従って、混合ガスに対し、より効果的に温度不均一性を付与することができる。
【０１４５】
　一方、このような水素ガス噴射によれば、低温部がシリンダ２１の壁面付近において環
状に形成される。他方、燃焼室２５の中央部に存在する混合ガスの温度は低下しないから
、中央部の混合ガスの着火性は水素ガス噴射を行わない場合に比べて大きく変化しない。
従って、着火時期を大きく変化させることなく、燃焼期間の長期化だけを容易に達成する
ことができる。
【０１４６】
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　また、第２実施形態においては、水素濃度が高い部分が遅れて燃焼を開始する。一方、
水素は一旦着火されれば反応性の高いガスである。この結果、燃焼後期において多量に発
生する傾向を有する炭化水素ＨＣ及び一酸化炭素ＣＯの生成量を減少することができる。
【０１４７】
　なお、第２実施形態では水素Ｈ２ を使用しているが、水素ガスに代え一酸化炭素ガスＣ
Ｏを噴射しても、水素ガスを噴射した場合と同様な効果が得られる。但し、水素は自着火
し難い（自着火性が悪い）が、着火すると燃焼が早く進むという特性を有している。これ
に対し、一酸化炭素は、ガソリンと同程度に自着火し易い（ガソリンと同程度の自着火性
を有する）が、着火すると燃焼が遅く進むという特性を有している。従って、一酸化炭素
を高圧流体として使用した場合、着火時期を遅らせるよりも、燃焼速度を低下させること
による燃焼期間の長期化がもたらされる。
【０１４８】
（第３実施形態）
　次に、本発明の第３実施形態に係る内燃機関の制御装置について説明する。第３実施形
態に係る制御装置は、高圧の空気に代えて、燃焼室２５から取り出されて圧縮及び冷却が
なされた高圧流体としての燃焼ガス（既燃ガス、ＥＧＲガス、排ガス）を再度燃焼室２５
内に噴射する点において第１実施形態の制御装置と相違している。従って、以下、かかる
相違点を中心として説明する。
【０１４９】
　この制御装置は、図１７に示したように、空気噴射弁３８に代わるガス噴射弁８２を備
えている。ガス噴射弁８２は、ガス蓄圧タンク８２ａ、熱交換器８２ｂ、ガス圧縮機（ガ
スポンプ）８２ｃ及びＥＧＲガス通路８２ｄを経由して排気ポート３３に接続されている
。ガス圧縮機８２ｃは、駆動信号に応答して排気ポート３３から導入した燃焼ガスを圧縮
し、圧縮した燃焼ガスを熱交換器８２ｂに供給するようになっている。熱交換器８２ｂは
、圧縮された燃焼ガスを冷却し、冷却した燃焼ガスをガス蓄圧タンク８２ａに供給するよ
うになっている。ガス蓄圧タンク８２ａは、冷却された高圧の燃焼ガスを貯蔵するように
なっている。ガス噴射弁８２は、燃焼室２５に臨み、高圧の燃焼ガスをシリンダ２１のボ
ア（シリンダボア）の接線方向に噴射するように配設されている。
【０１５０】
　以上の構成により、ガス噴射弁８２は、駆動信号に基づいて開弁したとき、シリンダボ
アの接線方向に沿って燃焼室２５内に高圧且つ低温の燃焼ガスを噴射するようになってい
る。
【０１５１】
　第３実施形態に係る電気制御装置７０は、第１実施形態の電気制御装置７０と同様に作
動する。但し、図１３のステップ１３４５において使用されるテーブル Mapθ add(Accp,NE
)は、燃焼ガス用に変更されている。
【０１５２】
　この第３実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、圧縮行程中期において排気ポー
ト３３（排気通路）から取り出され、加圧・冷却された高圧で低温の燃焼ガスがガス噴射
弁８２から燃焼室２５内に噴射される。これにより、遅くとも燃料分解開始時期よりもク
ランク角度で２０～３０度だけ早い時点における混合ガスの温度不均一性が大きくなり、
且つ、この時点の温度不均一性は燃料分解開始時期まで持続する。
【０１５３】
　また、燃焼ガスの噴射がなされた時点からクランク角度で２０～３０度だけ時間が経過
する間に、燃焼ガスの分子と混合ガス（燃料）との混合が進む。従って、燃料分解開始時
期の混合ガスが、燃焼の緩慢化をもたらす有意で大きな温度不均一性を有することになる
ので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化せしめられる。その結果、圧力上昇率が過大
になることが防止され、騒音（燃焼音）が低減される。
【０１５４】
　更に、第３実施形態においては、低温で高圧の燃焼ガスがシリンダボアの接線方向に沿
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って燃焼室２５内に噴射されるので、燃焼室２５内にスワール流が発生する。従って、混
合ガスと混合ガスよりも温度の低いシリンダ２１壁面との間の伝熱が促進されて、シリン
ダ２１の壁面の熱伝達率が高められる。その結果、温度不均一性をより効果的に形成する
ことができる。
【０１５５】
　また、燃焼ガス中の酸素濃度は空気中の酸素濃度よりも小さい。従って、第３実施形態
のように燃焼ガスを噴射すると、空気を噴射した場合よりも着火に遅れが生じる。更に、
燃焼ガスの比熱は空気の比熱よりも大きい。従って、第３実施形態のように低温の燃焼ガ
スを噴射すると、低温の燃焼ガス濃度が高い部分の混合ガスの温度上昇が遅れるから、同
部分の混合ガスは他の部分の混合ガスよりも遅れて着火する。従って、混合ガスの温度不
均一性のみでなく、混合ガスに着火を遅らせる燃焼ガスが混在することによる濃度不均一
性により、燃焼期間を効果的に長期化することができる。
【０１５６】
　加えて、第３実施形態は、高圧の燃焼ガスをそれよりも低圧の燃焼室２５内の混合ガス
内に噴射するので、燃焼ガスの断熱膨張効果によって同燃焼ガスの温度は低下する。従っ
て、混合ガスに対し、より効果的に温度不均一性を付与することができる。
【０１５７】
　一方、このような燃焼ガス噴射によれば、低温部がシリンダ２１の壁面付近において環
状に形成される。他方、燃焼室２５の中央部に存在する混合ガスの温度は低下しないから
、中央部の混合ガスの着火性は燃焼ガスの噴射を行わない場合に比べて大きく変化しない
。従って、着火時期を大きく変化させることなく、燃焼期間の長期化だけを容易に達成す
ることができる。
【０１５８】
　更に、第３実施形態は燃焼ガスを燃焼室２５内に噴射するようにしているので、新たに
燃焼室２５内に噴射するためのガスを必要としない。従って、噴射されるガスを貯蔵する
タンク等が不要であるから、装置全体を簡素化することができる。
【０１５９】
（第４実施形態）
　次に、本発明の第４実施形態に係る内燃機関の制御装置について説明する。第４実施形
態に係る制御装置は、内燃機関の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ２にあるときに高圧
の空気に代えて高圧流体としての高圧水を噴射する点、及び、内燃機関の運転状態が２サ
イクル火花点火運転領域Ｒ３の高負荷側領域にあるときにも高圧水を噴射する点において
第１実施形態の制御装置と相違している。従って、以下、かかる相違点を中心として説明
する。
【０１６０】
　この制御装置は、図１８に示したように、空気噴射弁３８に代わる水噴射弁８３を備え
ている。水噴射弁８３は、蓄圧タンク８３ａ、水ポンプ８３ｂ及び水タンク８３ｃに順に
接続されている。水ポンプ８３ｂは、駆動信号に応答して水タンク８３ｃ内の水を圧縮し
、圧縮した水を蓄圧タンク８３ａに供給するようになっている。蓄圧タンク８３ａは、高
圧の水を貯蔵するようになっている。水噴射弁８３は、燃焼室２５に臨み、高圧の水を燃
焼室２５の中央部に向けて噴射するように配設されている。
【０１６１】
　以上の構成により、水噴射弁８３は、駆動信号に基づいて開弁したとき、高圧の水を燃
焼室２５の中央部に向けて噴射するようになっている。なお、シリンダ壁面における液膜
の形成が問題とならない場合、高圧水をシリンダボアの接線方向に沿って燃焼室２５内に
噴射してもよい。
【０１６２】
　第４実施形態に係る電気制御装置７０は、第１実施形態の電気制御装置７０と同様に作
動する。但し、図１３のステップ１３４５において使用されるテーブル Mapθ add(Accp,NE
)は、高圧水用に変更されている。また、図１３のステップ１３４５、図１４のステップ
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１４６０及びステップ１４６５は、高圧水噴射用のステップに置換される。これらのステ
ップは、高圧水噴射制御手段（高圧流体噴射制御手段）の一部を構成している。
【０１６３】
　更に、電気制御装置７０は、内燃機関の運転状態が２サイクル火花点火運転領域Ｒ３の
高負荷側領域にあるとき（内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるとき）
、高圧水を掃気行程から給気行程の間に噴射するようになっている。即ち、内燃機関が２
サイクル火花点火運転領域Ｒ３の所定の高負荷以上の高負荷側領域で運転されているとき
、ＣＰＵ７１はテーブル Mapθ addk(Accp,NE)により水噴射開始時期θ addkを決定し、クラ
ンク角度が水噴射開始時期θ addkと一致したとき所定時間だけ水噴射弁８３から高圧水を
噴射する。かかる機能は、高圧水噴射制御手段（高圧流体噴射制御手段）の機能の一部を
構成している。
【０１６４】
　この第４実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、２サイクル自着火領域Ｒ２にあ
るとき（即ち、内燃機関の運転状態が自着火運転領域（領域Ｒ１と領域Ｒ２を合わせた領
域）にあって、内燃機関の負荷が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるとき）、高圧水が
水噴射弁８３から燃焼室２５内に噴射される。従って、混合ガスは、噴射された水の大き
な気化熱（潜熱）と比熱とにより部分的に冷却される。これにより、遅くとも燃料分解開
始時期よりもクランク角度で２０～３０度だけ早い時点における混合ガスの温度不均一性
が大きくなり、且つ、この時点の温度不均一性は燃料分解開始時期まで持続する。
【０１６５】
　また、高圧水の噴射がなされた時点からクランク角度で２０～３０度だけ時間が経過す
る間に、水と混合ガス（燃料）との混合が進む。従って、燃料分解開始時期の混合ガスが
、燃焼の緩慢化をもたらす有意で大きな温度不均一性を有することになるので、燃焼が緩
慢化され、燃焼期間が長期化せしめられる。その結果、圧力上昇率が過大になることが防
止され、騒音（燃焼音）が低減される。
【０１６６】
　更に、第４実施形態においては、内燃機関が２サイクル火花点火運転領域Ｒ３の所定の
高負荷（第２の高負荷閾値）以上の高負荷側領域で運転されているとき、高圧水を掃気行
程から給気行程の間（掃気行程のみ、給気行程のみ、或いは両行程に渡る時期、或いは、
圧縮行程開始前まで）に噴射する。これにより、圧縮行程初期の乱流により混合ガス全体
が冷却される。この結果、空気の充填効率を向上することができるとともに、ノッキング
の発生を抑制することができる。この機能も、高圧水噴射制御手段（高圧流体噴射制御手
段）の機能の一部である。
【０１６７】
　また、水は非圧縮性流体であるから、水ポンプ８３ｂによって容易に圧縮することがで
きる。従って、空気等のガスからなる圧縮性流体を圧縮する場合にくらべ、水ポンプ８３
ｂのポンピング仕事が小さいので、結果として、燃費を向上することができる。
【０１６８】
（第５実施形態）
　次に、本発明の第５実施形態に係る内燃機関の制御装置について説明する。第５実施形
態に係る制御装置は、第４実施形態において噴射される高圧水に代えて、高圧流体として
のメタノール（メチルアルコール）などのアルコール（又は、アルコールと水との混合物
）を含むガソリン燃料より自着火し難い高圧液体燃料を噴射する点において、第４実施形
態の制御装置と相違している。従って、以下、かかる相違点を中心として説明する。
【０１６９】
　この制御装置は、図１９に示したように、水噴射弁８３に代わるアルコール噴射弁８４
を備えている。アルコール噴射弁８４は、蓄圧タンク８４ａ、アルコールポンプ８４ｂ及
びアルコールタンク８４ｃに順に接続されている。アルコールポンプ８４ｂは、駆動信号
に応答してアルコールタンク８４ｃ内のアルコールを圧縮し、圧縮したアルコールを蓄圧
タンク８４ａに供給するようになっている。蓄圧タンク８４ａは、高圧のアルコールを貯
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蔵するようになっている。アルコール噴射弁８４は、燃焼室２５に臨み、高圧のアルコー
ルを燃焼室２５の中央部に向けて噴射するように配設されている。
【０１７０】
　以上の構成により、アルコール噴射弁８４は、駆動信号に基づいて開弁したとき、燃焼
室２５の中央部に向けて高圧のアルコールを噴射するようになっている。なお、シリンダ
壁面における液膜の形成が問題とならない場合、アルコールをシリンダボアの接線方向に
沿って燃焼室２５内に噴射してもよい。
【０１７１】
　この第５実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、２サイクル自着火領域Ｒ２にあ
るとき、第４実施形態の高圧水噴射制御手段に代わる高圧液体燃料噴射制御手段（高圧流
体噴射手段）によって、高圧のアルコールが圧縮行程開始後の所定の時期（圧縮行程中期
）にアルコール噴射弁８４から燃焼室２５内に噴射される。混合ガスは、噴射されたアル
コールの大きな気化熱（潜熱）と比熱とにより部分的に冷却される。遅くとも燃料分解開
始時期よりもクランク角度で２０～３０度だけ早い時点における混合ガスの温度不均一性
が大きくなり、且つ、この時点の温度不均一性は燃料分解開始時期まで持続する。
【０１７２】
　また、高圧のアルコールの噴射がなされた時点からクランク角度で２０～３０度だけ時
間が経過する間に、アルコールと混合ガス（燃料）との混合が進む。従って、燃料分解開
始時期の混合ガスが、燃焼の緩慢化をもたらす有意で大きな温度不均一性を有することに
なるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化せしめられる。その結果、圧力上昇率が
過大になることが防止され、騒音（燃焼音）が低減される。
【０１７３】
　更に、アルコールは着火性がガソリンよりも良好でない（自着火し難い）。従って、ア
ルコールとガソリンの混合ガスは、アルコールを含まないガソリン（或いは軽油）の混合
ガスよりも着火に時間を要する。従って、第５実施形態によれば、混合ガスの温度の不均
一性のみでなく、混合ガスに着火を遅らせるアルコールが混在することによる濃度不均一
性により、燃焼期間を効果的に長期化することができる。
【０１７４】
　また、第５実施形態は、高圧液体燃料噴射制御手段により、内燃機関が２サイクル火花
点火運転領域Ｒ３の所定の高負荷（第２の高負荷閾値）以上の高負荷側領域で運転されて
いるとき、アルコールを掃気行程から給気行程の間（圧縮行程行程開始前）に噴射する。
これにより、圧縮行程初期の乱流により混合ガス全体が冷却される。この結果、空気の充
填効率を向上することができるとともに、ノッキングの発生を抑制することができる。な
お、噴射するアルコールとして、メタノール以外のアルコールを使用することもできる。
更に、アルコールと水との混合液を使用することもできる。
【０１７５】
（第６実施形態）
　次に、本発明の第６実施形態に係る内燃機関の制御装置について説明する。第６実施形
態に係る制御装置は、第１実施形態において噴射される空気に代えて、高圧流体として、
燃料を燃料改質器により部分酸化（改質）することにより形成される一酸化炭素及び水素
を主成分とする合成ガスを噴射する点において、第１実施形態の制御装置と相違している
。従って、以下、かかる相違点を中心として説明する。
【０１７６】
　この制御装置は、図２０に示したように、空気噴射弁３８に代わるガス噴射弁８５を備
えている。ガス噴射弁８５は、ガス蓄圧タンク８５ａ、ガス圧縮機（ガスポンプ）８５ｂ
及び燃料改質器８５ｃに順に接続されている。燃料改質器８５ｃは、燃料導入管８５ｄを
介して燃料タンク３７ｃに接続されている。
【０１７７】
　燃料改質器８５ｃは、燃料タンク３７ｃから取り出した燃料を部分酸化させ、一酸化炭
素及び水素を主成分とする合成ガス（ Syngas）を生成する。ガス圧縮機８５ｂは、駆動信
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号に応答して燃料改質器８５ｃから供給される合成ガスを圧縮し、圧縮した合成ガスをガ
ス蓄圧タンク８５ａに供給するようになっている。ガス蓄圧タンク８５ａは、高圧の合成
ガスを貯蔵するようになっている。ガス噴射弁８５は、燃焼室２５に臨み、高圧の合成ガ
スをシリンダ２１のボア（シリンダボア）の接線方向に噴射するように配設されている。
【０１７８】
　以上の構成により、ガス噴射弁８５は、駆動信号に基づいて開弁したとき、シリンダボ
アの接線方向に沿って燃焼室２５内に高圧の合成ガスを噴射するようになっている。
【０１７９】
　第６実施形態に係る電気制御装置７０は、第１実施形態の電気制御装置７０とほぼ同様
に作動する。但し、図１３のステップ１３４５において使用されるテーブル Mapθ add(Acc
p,NE)は、合成ガス用に適合されている。
【０１８０】
　この第６実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、圧縮行程中期において合成ガス
がガス噴射弁８５から燃焼室２５内に噴射される。これにより、遅くとも燃料分解開始時
期よりもクランク角度で２０～３０度だけ早い時点における混合ガスの温度不均一性が大
きくなり、且つ、この時点の温度不均一性は燃料分解開始時期まで持続する。
【０１８１】
　また、合成ガスの噴射がなされた時点からクランク角度で２０～３０度だけ時間が経過
する間に、合成ガスと混合ガス（燃料）との混合が進む。従って、燃料分解開始時期の混
合ガスが、燃焼の緩慢化をもたらす有意で大きな温度不均一性を有することになるので、
燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化せしめられる。その結果、圧力上昇率が過大になる
ことが防止され、騒音（燃焼音）が低減される。
【０１８２】
　更に、第６実施形態においては、高圧の合成ガスがシリンダボアの接線方向に沿って燃
焼室２５内に噴射されるので、燃焼室２５内にスワール流が発生する。従って、混合ガス
と混合ガスよりも温度の低いシリンダ２１の壁面との間の伝熱が促進されて、シリンダ２
１の壁面の熱伝達率が高められる。その結果、温度不均一性をより効果的に形成すること
ができる。
【０１８３】
　また、水素は自着火し難い（自着火性が悪い）が、着火すると燃焼が早く進むという特
性を有している。他方、一酸化炭素は、ガソリンと同程度に自着火し易い（ガソリンと同
程度の自着火性を有する）が、着火すると燃焼が遅く進むという特性を有している。従っ
て、合成ガスとガソリンの混合ガスは、水素の存在により、合成ガスを含まないガソリン
（或いは軽油）の混合ガスよりも着火に時間を要するとともに、一酸化炭素の存在により
燃焼速度が低下する。従って、第６実施形態によれば、混合ガスの温度の不均一性のみで
なく、混合ガスに合成ガスが混在することによる濃度不均一性により、燃焼期間を効果的
に長期化することができる。
【０１８４】
　加えて、第６実施形態は、高圧の合成ガスをそれよりも低圧の燃焼室２５内の混合ガス
内に噴射するので、合成ガスの断熱膨張効果によって同合成ガスの温度は低下する。従っ
て、混合ガスに対し、より効果的に温度不均一性を付与することができる。
【０１８５】
　更に、このような合成ガス噴射によれば、ガス温度の不均一性がシリンダ２１の壁面付
近において環状に形成される。他方、燃焼室２５の中央部に存在する混合ガスの温度は低
下しないから、中央部の混合ガスの着火性は燃焼ガスの噴射を行わない場合に比べて大き
く変化しない。従って、着火時期を大きく変化させることなく、燃焼期間の長期化だけを
容易に達成することができる。
【０１８６】
　また、第６実施形態は、燃料の温度不均一性を形成するための高圧流体として部分酸化
されたガソリン（燃料）を使用しているので、ガソリン以外の流体を貯蔵しておくタンク

10

20

30

40

50

(28) JP 4033160 B2 2008.1.16



やボンベを必要とせず、車両の軽量化を図ることができる。
【０１８７】
（第７実施形態）
　次に、本発明の第７実施形態に係る内燃機関の制御装置について説明する。第７実施形
態に係る制御装置は、高圧の空気に代えて高圧流体として燃料を追加的に噴射する点にお
いて第１実施形態の制御装置と相違している。換言すると、この制御装置は、下死点近傍
（掃気行程～給気行程の圧縮行程開始前）において噴射すべき燃料量の大部分を噴射して
混合ガスを形成するとともに、圧縮行程開始後の圧縮行程中期において噴射すべき燃料量
の残余分を噴射することにより、燃焼を緩慢にする。以下、かかる点を中心として説明す
る。
【０１８８】
　第７実施形態の制御装置は、第１実施形態から空気噴射弁３８、空気蓄圧タンク３８ａ
、熱交換器３８ｂ、空気圧縮機３８ｃ及びエアクリーナ３８ｄを省略した構成を備えてい
る。また、電気制御装置７０のＣＰＵ７１は、図１３及び図１４にそれぞれ代わる図２１
及び図２２に示したルーチンを実行するようになっている。なお、図２１及び図２２にお
いて、既に説明したステップと同一のステップには同一の符合を付し、その詳細な説明を
省略する。
【０１８９】
　具体的に説明すると、ＣＰＵ７１は、クランク角度が上死点に一致したときに図２１の
ステップ２１００から処理を開始し、ステップ１３０５～ステップ１３３０の処理を実行
して種々の制御量及び制御時期を決定する。そして、内燃機関１０が２サイクル自着火領
域Ｒ１で運転されているときは、そのままステップ２１９５に進んで本ルーチンを一旦終
了する。また、内燃機関１０が２サイクル火花点火運転領域Ｒ３で運転されているときは
、ステップ１３３５、ステップ１３４０及びステップ１３５０の処理を実行してから本ル
ーチンを一旦終了する。以上の作動は、第１実施形態の作動と同一である。
【０１９０】
　なお、ステップ１３１０で使用されるテーブルθ inj(Accp,NE)は、内燃機関１０の運転
状態が２サイクル自着火領域Ｒ１の軽負荷側（内燃機関の負荷が所定の中負荷閾値より小
さい軽負荷の領域）で運転されているとき、燃料噴射時期θ injが圧縮行程中に存在する
ように（噴射期間が圧縮行程中となるように）設定されている。
【０１９１】
　また、テーブルθ inj(Accp,NE)は、内燃機関１０の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ
１の中の高負荷側（内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より大きく同中負荷閾値よりも大き
い所定の高負荷閾値より小さい中負荷の領域）で運転されているとき、及び、内燃機関１
０の運転状態が２サイクル自着火領域Ｒ２（内燃機関の負荷が前記高負荷閾値以上の高負
荷の領域）で運転されているとき、燃料噴射時期θ injが掃気行程又は給気行程中に存在
するように（即ち、噴射開始時期から噴射終了時期までの燃料噴射期間が、圧縮行程開始
前の掃気行程から給気行程の間（掃気行程のみ、給気行程のみ、或いは両行程に渡る時期
）となるように）設定されている。
【０１９２】
　一方、内燃機関１０が２サイクル自着火領域Ｒ２で運転されているとき（内燃機関の負
荷が前記高負荷閾値以上の高負荷の領域にあるとき）、ＣＰＵ７１はステップ１３４０に
て「Ｙｅｓ」と判定してステップ１３４５に進み、追加の燃料噴射開始時期θ addをテー
ブル Mapθ add(Accp,NE)から求める。次いで、ＣＰＵ７１はステップ１３５５に進み、追
加の燃料噴射量をテーブル MapTAUadd(Accp,NE)に基づいて決定し、続くステップ１３６０
にて先のステップ１３０５において決定した燃料噴射量 TAUから追加の燃料噴射量 TAUadd
を減じてメイン燃料噴射量 TAUmainを求める。その後、ＣＰＵ７１はステップ２１９５に
進んで本ルーチンを一旦終了する。
【０１９３】
　また、図２２に示したルーチンは、図１４に示したルーチンのステップ１４３０、ステ
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ップ１４６０及びステップ１４６５をそれぞれステップ２２０５、ステップ２２１０及び
ステップ２２１５に置換したルーチンである。即ち、ＣＰＵ７１は、図２２に示したルー
チンを繰り返し実行することにより、給気弁３２及び排気弁３４の開閉制御を行うととも
に、クランク角度が燃料噴射時期θ injに一致するとステップ２２０５にて燃料噴射量 TAu
mainに応じた燃料量の燃料を噴射する。また、ＣＰＵ７１は、ステップ１４５５、ステッ
プ２２１０及びステップ２２１５の処理を実行することにより、内燃機関１０が２サイク
ル自着火領域Ｒ２で運転されている場合、クランク角度が追加の燃料噴射時期θ addに一
致したタイミングにて追加の燃料噴射量 TAUaddに応じた燃料量の燃料を追加的に噴射する
。
【０１９４】
　このように、第７実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、内燃機関１０が２サイ
クル自着火領域Ｒ２で運転されている場合、噴射すべき燃料量（機関に要求される燃料量
） TAUの大部分である TAUmainの燃料量の燃料が下死点近傍の燃料噴射時期θ injにて主た
る噴射として噴射され、噴射すべき燃料量 TAUの残余分である TAUaddの燃料量の燃料が圧
縮行程中期の燃料噴射時期θ addにて追加的に噴射される。
【０１９５】
　従って、主たる噴射（メイン噴射）により形成された均質混合ガスは、追加的な噴射（
サブ噴射）により噴射された燃料の大きな気化熱（潜熱）と比熱とにより部分的に冷却さ
れる。これにより、遅くとも燃料分解開始時期よりもクランク角度で２０～３０度早い時
点における混合ガスの温度不均一性が大きくなり、且つ、この時点の温度不均一性は燃料
分解開始時期まで持続する。
【０１９６】
　従って、燃料分解開始時期の混合ガスが、燃焼の緩慢化をもたらす有意で大きな温度不
均一性を有することになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化せしめられる。そ
の結果、圧力上昇率が過大になることが防止され、騒音（燃焼音）が低減される。
【０１９７】
　また、第７実施形態に係る内燃機関の制御装置によれば、自着火運転領域であって前記
内燃機関の負荷が前記高負荷閾値より小さい中負荷閾値以上の中負荷であるとき、機関に
要求される燃料量 TAUの全部が、前記掃気行程中、前記給気行程中及び同掃気行程から同
給気行程に及ぶ期間中（圧縮行程開始前の期間）の何れかの時期においてインジェクタ３
７から噴射される。
【０１９８】
　これによれば、中負荷域において均質混合ガスが得られるので、安定した自着火燃焼を
得ることができる。
【０１９９】
　更に、自着火運転領域であって前記内燃機関の負荷が前記中負荷閾値より小さい軽負荷
であるとき、前記機関に要求される燃料量の全部が前記圧縮行程中の時期においてインジ
ェクタ３７から噴射される。
【０２００】
　これによれば、弱成層混合ガスが得られるので、軽負荷域であって燃料が少ない場合で
も、安定した自着火燃焼を得ることができる。
【０２０１】
　また、第７実施形態は、既存のインジェクタ３７から追加的（二次的）な燃料噴射を行
うことにより混合ガスに温度不均一性を追加しているので、燃料以外の流体を必要としな
い。また、燃料以外の流体を噴射するためのインジェクタ３７以外の噴射弁や、流体を圧
縮する燃料ポンプ３７ｂ以外のポンプ等は不要である。従って、システム全体を簡素化で
き、軽量化及びコストダウンを図ることができる。
【０２０２】
　なお、図２１のステップ１３０５、１３１０、１３４５、１３５５及び１３６０、並び
に、図２２のステップステップ１４２５、２２０５、２２１０及び２２１５等は、燃料噴
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射制御手段を構成している。
【０２０３】
　以上説明したように、本発明による各実施形態によれば、燃料分解開始時点において温
度不均一性が大きな混合ガスが形成されるので、自着火燃焼が緩慢となり、燃焼音を低減
することができる。
【０２０４】
　なお、これらの実施形態において、図１３のステップ１３４５、図１４のステップ１４
６０及びステップ１４６５、並びに上述した高圧流体噴射手段（例えば、第１実施形態に
おける空気噴射手段）は、「混合ガスの圧縮行程中に生じるガソリン燃料の分解開始時点
での同混合ガスの温度の不均一性が、同混合ガスを同圧縮行程にて圧縮することのみによ
り生ずる温度の不均一性より大きくなるように、同燃料の分解開始時点よりも前の同圧縮
行程中の所定の時期にて同混合ガスの温度の不均一性を増大させるように同混合ガスに作
用する温度不均一性追加手段」を構成している。また、図２１のステップ１３４５及びス
テップ１３５５並びに図２２のステップ２２１０及びステップ２２１５と、上述した燃料
噴射手段も、噴射する高圧流体として燃料を使用する温度不均一性追加手段を構成してい
る。
【０２０５】
　本発明は上記各実施形態に限定されることはなく、本発明の範囲内において種々の変形
例を採用することができる。例えば、上記各実施形態においては、高圧流体噴射開始時期
（例えば、第１実施形態における空気噴射開始時期θ add）が圧縮行程の中期に存在する
ように設定されていたが、高圧流体噴射開始時点を圧縮行程初期の終了直前とし、高圧流
体噴射終了時点を圧縮行程の中期となるように設定してもよい。即ち、高圧空気などの高
圧流体の噴射期間の一部が少なくとも前記圧縮行程中期に存在していればよい。もちろん
、高圧流体噴射開始時期及び高圧流体噴射終了時期の両時期が圧縮行程中期に存在してい
ることが好ましい。
【０２０６】
　また、温度不均一性は、筒内の最高温度と最低温度の温度差として考えることもできる
。この場合、その温度差は、標準偏差で２０乃至３０Ｋ程度であることが好ましい。更に
、上記各実施形態は、２サイクル内燃機関の制御装置であったが、４サイクル内燃機関（
４サイクル自着火式内燃機関及び４サイクル火花点火式内燃機関）にも当然に適用するこ
とができる。更に、予混合圧縮自着火運転を行っている場合に、火花点火を補助的に用い
てもよい。
【０２０７】
　なお、例えば、上記第５実施形態に係る制御装置は、
　燃料をシリンダとピストンとにより構成される燃焼室に噴射する燃料噴射手段と、
　前記燃焼室内に臨む火花点火手段と、
　前記燃焼室内に高圧流体を噴射する高圧流体（高圧水）噴射手段と、
　を備えるとともに、
　所定運転領域である自着火運転領域において少なくとも空気と前記燃料噴射手段により
噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程の開始前までに同燃焼室に形成し、同混
合ガスを同圧縮行程にて圧縮することにより自着火させて燃焼させる予混合圧縮自着火運
転モードと、前記自着火運転領域以外の運転領域である火花点火運転領域において少なく
とも空気と前記燃料噴射手段により噴射された燃料とを含む混合ガスを前記圧縮行程にて
圧縮した後に前記火花点火手段によって火花点火させて燃焼させる火花点火運転モードと
、の何れかのモードにて運転される内燃機関に適用される内燃機関の制御装置であって、
　前記内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるときと前記火花点
火運転モードにあるときとにおいて、クランク角が互いに異なる所定のクランク角となっ
たとき、前記高圧流体噴射手段から前記高圧流体を噴射する高圧流体噴射制御手段を備え
た内燃機関の制御装置と云うこともできる。つまり、前記内燃機関の運転モードが前記予
混合圧縮自着火運転モードにあるときは水噴射開始時期θ addにて、前記内燃機関の運転
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モードが火花点火運転モードにあるときは水噴射開始時期θ addk（θ addはθ addkと異な
る。）にて高圧流体としての高圧水を噴射する。
【０２０８】
　そして、この高圧流体は、第５実施形態の水に限定されず、空気、水素、一酸化炭素、
前記燃焼室から排出された燃焼ガスを圧縮した燃焼ガス、アルコールを含む液体燃料、前
記燃料を部分酸化することにより得られる一酸化炭素と水素とを含む合成ガス及び前記燃
料のうちの何れか一つを含む流体とすることもできる。
【０２０９】
　これによれば、前記予混合圧縮自着火運転モードにあるときと前記火花点火運転モード
にあるときとにおいて、互いに異なるタイミングにて高圧流体が噴射される。例えば、内
燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにあるとき、圧縮行程中であって
前記混合ガス中の燃料の分解開始時点よりも前の所定の時期において前記高圧流体が噴射
せしめられる。これにより、燃焼の実質的な開始時点において混合気が大きな温度不均一
性を有することになるので、燃焼が緩慢化され、燃焼期間が長期化する。その結果、予混
合圧縮自着火運転モードにおける燃焼室内の圧力上昇率が過大になることが防止され、燃
焼音が低減される。
【０２１０】
　また、例えば、前記内燃機関の運転モードが前記火花点火運転モードにあるとき、圧縮
行程前の所定の時期において前記流体が噴射される。これにより、混合ガス全体が冷却さ
れる。この結果、空気の充填効率を向上することができるとともに、火花点火運転時のノ
ッキングの発生を抑制することができる。
【０２１１】
　このように構成された内燃機関の制御装置によれば、高圧流体噴射手段を有効に活用し
、運転モードに適したタイミングにて高圧流体を噴射する。従って、内燃機関の燃費を改
善したり、騒音等を低減することが可能となる。
【０２１２】
　この場合、第５実施形態の説明において述べたように、前記高圧流体噴射手段は、前記
内燃機関の運転モードが前記予混合圧縮自着火運転モードにある場合、同内燃機関の負荷
が第１の高負荷閾値以上の高負荷であるときにのみ前記高圧流体を噴射するように構成さ
れることが望ましい。
【０２１３】
　これによれば、高圧流体は燃焼音が大きく或いはノッキングに類似の現象が発生し易い
加速時などにのみ噴射される。従って、使用される高圧流体の量を低減したり、流体を加
圧して高圧流体とするのに必要なエネルギーの消費量を低減しながら、燃焼音等を抑制す
ることができる。
【０２１４】
　更に、この場合、前記高圧水噴射制御手段は、前記内燃機関の運転モードが前記火花点
火運転モードにある場合、同内燃機関の負荷が第２の高負荷閾値以上の高負荷であるとき
にのみ前記高圧水を噴射するように構成されることが好適である。
【０２１５】
　これによれば、充填効率の増大が必要であり、且つ、ノッキングが発生し易い高負荷時
にのみ高圧流体が噴射されるので、高圧流体の消費量を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【０２１６】
【図１】クランク角度に対する燃焼室内の混合ガスの圧力の変化を示すグラフである。
【図２】図１に示した各曲線に対応した混合ガスの温度分布を示すグラフである。
【図３】圧縮行程における燃焼反応成分の濃度分布の変化を模式的に示した図である。
【図４】圧縮行程における混合ガスの温度分布の変化を模式的に示した図である。
【図５】クランク角度に対する燃焼室内の圧力及び投入熱量に対する熱発生率の変化を示
すグラフである。

10

20

30

40

50

(32) JP 4033160 B2 2008.1.16



【図６】圧縮行程中においてガスが混合される度合い（ガスの混合度合）の変化を示した
グラフである。
【図７】圧縮行程中における燃焼反応速度（化学反応速度）の度合の変化を示したグラフ
である。
【図８】燃料分解開始時期における燃焼室内の混合ガスの温度分布（筒内最高温度と筒内
最低温度との差）に対する燃焼期間の変化を示したグラフである。
【図９】本発明の第１実施形態に係る内燃機関の制御装置を２サイクル予混合圧縮自着火
式内燃機関に適用したシステムの概略図である。
【図１０】図９に示したシステムの燃料噴射手段及び高圧空気噴射手段を模式的に示した
図である。
【図１１】図９に示したＣＰＵが実行する領域判定ルーチンを表すフローチャートである
。
【図１２】図９に示したＣＰＵが図１１のフローチャートを実行する際に参照する運転領
域マップである。
【図１３】図９に示したＣＰＵが実行する内燃機関の制御量及び制御タイミングを決定す
るためのルーチンを表すフローチャートである。
【図１４】図９に示したＣＰＵが実行する駆動制御ルーチンを表すフローチャートである
。
【図１５】第１実施形態に係る内燃機関のバルブタイミング、燃料噴射時期及び空気噴射
時期等を概念的に示した説明図である。
【図１６】本発明による第２実施形態が備える燃料噴射手段及び高圧ガス（水素ガス）噴
射手段を模式的に示した図である。
【図１７】本発明による第３実施形態が備える燃料噴射手段及び高圧ガス（燃焼ガス）噴
射手段を模式的に示した図である。
【図１８】本発明による第４実施形態が備える燃料噴射手段及び高圧水噴射手段を模式的
に示した図である。
【図１９】本発明による第５実施形態が備える燃料噴射手段及び高圧液体燃料噴射手段を
模式的に示した図である。
【図２０】本発明による第６実施形態が備える燃料噴射手段及び高圧合成ガス噴射手段を
模式的に示した図である。
【図２１】本発明による第７実施形態に係る内燃機関の制御装置のＣＰＵが実行する同内
燃機関の制御量及び制御タイミングを決定するためのルーチンを表すフローチャートであ
る。
【図２２】本発明による第７実施形態に係る内燃機関の制御装置のＣＰＵが実行する駆動
制御ルーチンを表すフローチャートである。
【符号の説明】
【０２１７】
　１０…予混合圧縮自着火式内燃機関、２１…シリンダ、２２…ピストン、２５…燃焼室
、３１…給気ポート、３２…給気弁、３２ａ…給気弁駆動機構、３３…排気ポート、３４
…排気弁、３４ａ…排気弁駆動機構、３８…空気噴射弁、３５…点火プラグ、３７…イン
ジェクタ、３７ａ…蓄圧室、３７ｂ…燃料ポンプ、４１…給気管、４３…給気ダクト、４
６…インタクーラ、５２ａ…過給圧調整弁、６３…筒内圧センサ、７０…電気制御装置、
８１…ガス噴射弁、８２…ガス噴射弁、８３…水噴射弁、８４…アルコール噴射弁、８５
ガス噴射弁、９１…ターボチャージャ。
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